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序  文 

 

 ベトナム社会主義共和国は 1986 年の「ドイモイ（刷新）政策」の採択以降、市場経済化の

促進に取り組んで来ている。また、2001 年に実施された第 9 回共産党大会及び第 5 回中央委員

会にて「社会経済開発 10 ヶ年戦略（2001～2010）」が承認され、工業化、近代化の推進を目標

の一つとして掲げた。JICA はこれを支援するため、「成長促進」、「生活・社会面での改善」、「制

度整備」の 3 項目を援助の柱としている。このうちの、「成長促進」における重点分野として、

「成長を支える人材の育成」を掲げており、「ベトナム日本人材協力センタープロジェクト」

は、同重点分野における人材育成支援のための事業として位置付けられている。 

 今回の終了時評価調査は、本プロジェクトの終了時期まで残り 3 ヶ月を迎えたことから、平

成 17 年 5 月に独立行政法人国際交流基金と合同で評価調査団をベトナムに派遣して実施した

ものである。 

 調査においては、これまでの活動実績並びにその成果、目標達成度合についてベトナム側と

合同で評価を行いました。 

 本報告書は、これら一連の調査結果を取り纏めたものであり、本プロジェクトのみならず、

他国における日本センター等のプロジェクトを効果的・効率的に実施していくための参考とし

て広く活用されることを願うものである。なお、終了時評価調査時にベトナム側と協議された

フェーズ２の協力に関する概要並びにその後署名された、R/D 等の合意文書についても参考資

料として添付する。 

 

 

 2005 年 10 月 

 

 

                           独立行政法人国際協力機構 

                           社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：ベトナム日本人材協力センター 

分野：その他 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会開発部第一グループ 

日本センターチーム 

協力金額（評価時点）：約 11.5億円 

先方関係機関：教育訓練省、外国貿易大学 

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 

協力期間： (R/D): 2000年 9月 1日～2005

年 8月 31日 

他の関連協力：無償資金協力 

1-1 協力の背景と概要 

 ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」という。）では、1986 年に採択されたドイモイ政

策において、経済活動自由化のための人材育成が最重要課題の 1つとして位置付けられている。

一方、我が国においては、アジアの市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として「日本

人材協力センター」を設立することが構想され、1998 年 7 月にプロジェクト形成調査団がベト

ナムへ派遣された。その結果、ベトナム政府は、外国貿易大学（以下「FTU」という。）に対す

る人材育成のための技術協力要請を本案件に振り替えることに合意し、FTU のハノイ本校、及び

ホーチミン市分校それぞれに日本人材協力センターを設立することとなった。 

 2000 年 6月に技術協力に係る合意議事録（R/D）を締結、同年 9月 1日よりプロジェクト方式

技術協力（現「技術協力プロジェクト」）による「ベトナム日本人材協力センター（以下「VJCC」

という。）」プロジェクトが開始された。 

 

1-2 協力内容 

（1）上位目標 

 ア）ベトナムの市場経済化を促進させるために必要な人材を育成する。 

 イ）日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化する。 

（2）プロジェクト目標 

 VJCCがハノイ及びホーチミン市に設立され、ベトナムの市場経済化のために必要な人材を継

続的に育成し、日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化するための重要な組織となる。

（3）成果 

 ア）センターの運営管理体制が確立され、円滑な運営が行われる。 

 イ）ビジネス人材に対し市場経済に係る実践的知識を提供するビジネスコースが円滑に運

営・実施される。 

 ウ）ベトナムの実情及び市場のニーズに合致する日本語コースが開発され、同コースを実施 

するためのセンター機能が充実される。 

 エ）センターが日越の相互理解の向上及び日越間の人的関係の強化のために活発に利用され 

るようになる。 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣： 17名 機材供与： 264,960千円 

短期専門家派遣： 43名 現地業務費負担： 133,540千円 

研修員受入： 60名   

 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置： 9名 

土地・施設提供： 土地の提供 

運営コスト負担： 内装及び家具などの備品等 
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2. 評価調査団の概要 

担当 氏名 所属 

総括/団長 岡崎 有二 JICA社会開発部長 

副総括 立原 佳和 JICA社会開発部第一グループ 

日本センターチーム長 

日本語コース運営

評価 

嶋津 拓 国際交流基金日本語事業部 

派遣・助成課長 

ビジネスコース運

営評価 

 

岩瀬 信久 

 

有限会社アイエムジー 

評価分析 笹田 志穂 株式会社レックス・インターナショナル 

調査者 

協力企画 矢向 禎人 JICA社会開発部第一グループ 

日本センターチーム 

調査期間 2005年 5月 17日～2005年 5月 28日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

 本プロジェクトには 5年間で計 17名の長期専門家が派遣され、ベトナム社会のニーズに応じ

た各コースの運営を行うとともに、センター運営体制の基盤整備の役割を担った。また、短期

専門家は主にビジネスコースに派遣され、その数は 2005年 5月末で延べ 43名となっている。 

活動は、5年間で各コースとも実施件数、参加者数とも順調に推移し、利用者数は累計でハノ

イで約 12万 5千名、ホーチミン市で約 5万名となっている。 

ビジネス分野では、1 科目あたり連続 3～5 日間にわたって講義を行うビジネスコースと半日

程度のビジネスセミナーの 2つが企画・運営されている。ビジネスコースについては、ハノイ・

ホーチミン市ともに、経営戦略、生産管理、人事管理、財務管理、マーケティングの 5 分野を

「主要科目」として設定しており、実施回数が 2001 年度から 2004 年度にかけてハノイでは 4

回から 21 回に、ホーチミン市で 2 回から 23 回に、順調に増加している。参加者数も安定的に

増加しており、プロジェクト開始以来の 2 センター合計のビジネスコース参加者数は、2005 年

4月末時点で合計 4,313名、セミナー参加者数は 2,743名に上った。日本語コースでは、中・上

級レベルの日本語教育やベトナム人日本語教師及び日本人現地講師に対する日本語教授法の研

修を実施する他、勉強会やニューズレターの発行、日本関係の図書等の選定を行っており、2004

年度までに両センター合計で 57の日本語コースと 92のセミナー・勉強会が開催され、合計 3,211

名の受講者があった。交流事業は、既存のリソースで対応できるものから試行錯誤しつつ事業

範囲を広げていったが、茶道、合気道、料理、映画といった日本社会・文化のベトナム人への

紹介のみではなく、ベトナム社会・文化の日本人への紹介も除々に増やし、5年間の参加者総数

はハノイで 4万 7,381名、ホーチミン市で 2万 1,062名に達した。また、図書室は、両センター

合計の蔵書数が 1万 3,000冊以上、ビデオ・CDなどは 7,500本余りと、ベトナムで唯一の日本

関係の書籍を有する図書室として来場者も年々増加している。自己収入については、ビジネス、

日本語、交流事業の 3 分野の受講料収入に加え図書室利用者の登録料や教室等を貸した際の施

設利用料等も自己収入となっており、その金額は年々ほぼ順調に増加し、2004 年度には両セン

ター合計で約 10万 8,435US$に達している。 

 

3-2 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は、社会主義政権下での市場経済化、工業

化推進を目標とする「第 7 次社会経済開発 5 ヶ年計画（2001～2005）」及び「社会経済開発 10
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ヶ年戦略（2001～2010）」に示されているような市場経済に適合した人材育成を優先分野の 1つ

とするベトナム政府の国家政策と整合性があり、日本の援助政策とも合致する。また、ベトナ

ムの経済発展や進出する日系企業の増加に合わせて日本に対する関心が高まる中、VJCC はベト

ナム社会のニーズに十分に応えていると言え、本プロジェクト実施の妥当性は高い。 

 

（2）有効性 

 プロジェクトの有効性は、以下のような理由から順調に達成されていると判断される。 

 VJCCは、ビジネスコース、日本語コース、交流事業の実施を通じて、ベトナムの市場経済化

に役立つ人材の育成及びベトナム・日本両国民の相互理解促進に重要な役割を果たしており、

プロジェクト目標は順調に達成されてきていると評価できる。ビジネスコースは、コースやセ

ミナーの開催回数、受講者数とも順調に増加しており、ベトナム産業界のニーズに対する柔軟

な対応の結果、受講者層や他の関係機関から強く支持されている。また、交流事業に関しては、

ベトナム人に対する日本文化の紹介のみならず、在留邦人へのベトナム社会・文化紹介など双

方向の交流促進も実施しており、VJCCが相互交流の拠点として一般市民や在留邦人の間でも認

知されていることが確認できる。 

 

（3）効率性 

 本プロジェクトに対する日本側からの投入は、ビジネスコース専門家や交流事業専門家につ

いて派遣の遅れなどがあったものの、専門家の質や専門性はプロジェクト目標を達成するため

に十分適切であり、少ない投入で大きな成果を上げたという意味で、効率的に行われたと評価

できる。一方、ベトナム側の投入は当初の想定を大幅に下回ったものであった。ベトナム側か

らの人的投入が質・量ともに不十分だったのは、FTU 側の人員不足という要因が背景にあると思

われる。また 2005 年から FTU が独立採算制へ移行し財政状況が厳しくなったことで、FTU 側で

は大学の評価を高め、より多くの学生を集める収益性の高い事業への関心が強まっているため、

今後は、そうした FTU のニーズを満たすプロジェクト設計を検討することも必要であろう。 

 

（4）インパクト 

 「ベトナムの市場経済化を促進させるための人材を育成する」「両国民の相互理解を促進し関

係を強化する」という上位目標はやや抽象的で非常に大きな目標であるため、本プロジェクト

でのみ達成するには相当な時間がかかると思われるが、様々なインパクト・波及効果が認めら

れた。実践的且つ日本型経営の技術・経験に特化した VJCC のビジネスコースは、コースに参加

した受講生のマネジメント能力の向上、ベトナム経済の発展に資するという点で一定のインパ

クトを与えていると見ることができる。日本語教育については、ベトナム政府が中等教育レベ

ルへの日本語教育導入を決定したが、同国の中等教育レベルに日本語教育が比較的スムーズに

導入された要因の 1 つとして、VJCC に日本語教育専門家が派遣されており日本語教育導入に関

するコンサルティング体制が整備されていたこと、VJCC がその設立時より日本語教師に対する

研修事業を実施していたことを挙げる声が関係者から聞かれ、VJCC の日本語コースがその本来

の役割を超えてベトナムの日本語教育に大きなインパクトを与えていると言える。 

 

（5）自立発展性 

 ア）組織面 

VJCCは法人格を所有しておらず、また、人事や手続き面の最終権限がベトナム側所長では

なく FTU学長にあるため、センターの効率的運営に支障が出ている。よって、VJCC側への

権限委譲が今後の課題の１つだと思われる。また、VJCCは人的・財政的な面で、ほぼ日本側

の負担によって運営されているため、日本側が雇用したローカルスタッフが職場に定着し、

日本からの支援が継続するならば、事業が継続する体制は構築されていると言えるだろう。 
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 イ）財政面 

 受講料徴収によるセンターの自己収入は順調に増加しているが、事業拡大に伴い経費も増 

加したため、費用回収率はむしろ悪化している。VJCC アカウントの留保金の使途もいまだ特

定されておらず、税金を投入した ODA による共同事業という特殊なプロジェクトにおいて、 

どこまで収益を上げるべきなのか、公共性とのバランスをどう取るのか、プロジェクトの方 

向性を明確にすべきである。 

 ウ）技術面 

本プロジェクトはベトナムと日本の共同事業であり、C/P やローカルスタッフだけで事業を

運営することは技術的・財政的にも困難である。今後も両国によって運営を継続していくた 

めに、プロジェクトの戦略・方向性を明らかにし運営体制についても議論を重ねることが肝 

要である。日本語コースについては、優秀なベトナム人日本語教師を迎え、コース・マネー 

ジャーにベトナム人があたり、日本人教師はアドバイザーとして控えるという形に向けての 

技術移転が徐々に行なわれていくことが想定される。ビジネス日本語など特徴をもった魅力 

あるコース設定を考えていけば、受講料の増収にも繋げることができ、財政面での自立化に 

も寄与するだろう。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因・問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクト開始当初、無償資金協力による施設が完成するまでは仮事務所で活動を行った

ため、実質 3 年弱の活動期間となりプロジェクト効果を最大限に発揮するには若干短かった。

またVJCCホーチミン市が市中心部から離れた場所にあり雨期には洪水のためアクセスが困難に

なるといった立地問題なども活動に影響を与えた。 

 

3-4 結論 

本プロジェクトは PDM に示された活動を着実に実施し、当初目標は実質 3 年弱の活動期間
としては総じて順調に達成出来ていると評価できる。VJCC に対する潜在的ニーズは大きく、
その期待されている役割を最大限発揮するためにもプロジェクトを発展させる必要があり、ベ

トナム政府の要請に基づいてフェーズ 2を実施することが妥当であると考えられる。 
 

3-5 提言 
（1）ビジネスコースにおける実践面の充実 

日本型経営を実践的に教え、且つ企業コンサルティングまで行い着実なフォローアップをす

る、という VJCC のビジネスコースはベトナム社会から高い評価を得ているが、コース運営の効

率性のためには現地講師を更に育成することも欠かせないため、日本人講師は日本型経営を、

現地講師はベトナムのビジネスに関する事項（税制や各種手続きなど）を教えるというように、

それぞれの特性を生かした有効な組み合わせとする必要がある。また、インパクトの拡大のた

めに、コンサルティングを行った企業を「モデル企業」としてコース受講生の見学先にするこ

とや、コンサルティングによる改善事例をコースの講義に取り入れていくなど、企業コンサル

ティングの結果をビジネスコース全体にフィードバックすることが必要である。 

 

（2）タイムリーな専門家の配置 

本プロジェクトでは、日本人専門家が行う講義の質によって VJCC の評判自体が左右される。

特にビジネスコースは「実践」型であることを特徴にしているため、その講師を務める日本人

専門家は、中小企業の経営指導等の経験を豊富に持っていることが望ましい。各講義に適した

日本人専門家をタイムリーに派遣するため、VJCC は専門家の専門性や資格、投入時期を明確に

した年間計画を作成しておくことが肝要である。 

 



 v

（3）FTU との関係強化 

FTU は VJCC の C/P 機関として位置付けられているものの、現在までのところ、VJCC プロジェ

クトへの関わりはセンター所長等の一部スタッフの配置にとどまっている。両者のコミュニケ

ーションを深め、かつ、活動面でも連携を強めて相乗効果を生めるようになれば、ベトナム国

内における両者の評判を高めていくことに繋がると考える。 

 

（4）VJCC の権限強化 

プロジェクトを効率的に運営するために、VJCC スタッフの雇用、給与額及び昇給の決定は、

FTU 学長ではなく VJCC の両所長の権限で決定できるようにすることが望ましい。また、C/P 研

修への参加者についても、これまでは FTU 学長が主に決定していたが、プロジェクトへの裨益

効果の点からは、その選定において VJCC の関与度が高まることが必要である。 

 

（5）収支構造の見直し 

センター運営・活動経費（日本人専門家の派遣経費や機材供与費を除く）は、現在センター

収入からの支出及び JICA 現地業務費による支出で賄っているが、今後センター運営の自立性を

高めていくためには、単純な利益追求型に陥らないよう留意しながらも、収支構造の見直しお

よび収益性の向上を図る必要がある。また、収入手段についても、将来的には寄付や受託費、

補助金、交流事業におけるイベント有料化などの資金リソースを拡大していくことが必要にな

る。 
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第 1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」という。）では、1986 年に採択されたドイモ

イ政策において、経済活動自由化のための人材育成が最重要課題の 1つとして位置付けられ

ている。一方、我が国においては、アジアの市場経済移行国に対する人材育成支援の一環と

して「日本人材協力センター」を設立することが構想され、1998年 7月にプロジェクト形成

調査団がベトナムへ派遣された。 

 その結果、ベトナム政府は、外国貿易大学（以下「FTU」という。）に対する人材育成のた

めの技術協力要請を本案件に振り替えることに合意し、FTUのハノイ本校、及びホーチミン

市分校それぞれに日本人材協力センターを設立することとなった。 

 2000年 6月に実施協議調査団を派遣し、技術協力に係る合意議事録（R/D）を締結、同年

9月 1日よりプロジェクト方式技術協力（現「技術協力プロジェクト」）による「ベトナム日

本人材協力センター（以下「VJCC」という。）」プロジェクトが開始された。2002 年には無

償資金協力によって建設された施設が竣工し、2002年 3月に VJCCハノイ、同年 5月に VJCC

ホーチミン市が開校、ビジネスコースや日本語コースなどの講義が開始されるとともに、研

修員受入も始まるなどプロジェクト活動が本格化した。 

2003年 8月には中間評価調査団が派遣され、プロジェクト実施 3年経過時における活動実

績及びプロジェクト成果を調査し、今後の計画について提言を行っている。 

本調査は、まもなく 5年間の協力期間を終了することから、これまでのプロジェクト活動

の実績及び成果を確認し、評価内容及び結果についてベトナム側と合意するとともに、フェ

ーズ 2実施に際して、その協力内容や方針についてベトナム側関係者と協議を行うことを目

的として実施した。 

 

1-2 調査団構成 

岡崎 有二 総括/団長        国際協力機構社会開発部長 

 立原 佳和 副総括         国際協力機構社会開発部日本センターチーム長

 嶋津 拓  日本語コース運営評価  国際交流基金日本語事業部派遣・助成課長 

岩瀬 信久 ビジネスコース運営評価 有限会社アイエムジー 

 笹田 志穂 評価分析        株式会社レックス・インターナショナル 

 矢向 禎人 協力企画        国際協力機構社会開発部日本センターチーム  
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1-3 調査日程 

 日付 調査内容 行程/滞在地 
1 5月 17日（火） コンサルタント団員による先行調査（～19日） ホーチミン市 
2 5月 20日（金） ホーチミン市へ移動（立原・矢向） 

VJCCホーチミン市日本人専門家との意見交換 
ホーチミン市 

3 5月 21日（土） VJCCホーチミン市 Loc所長へのインタビュー 
企業訪問 
ハノイへ移動 

ホーチミン市/ 
ハノイ 

4 5月 22日（日） 資料整理・団内打合せ ハノイ 
5 5月 23日（月） JICAベトナム事務所との打合せ 

在ベトナム日本大使館表敬 
FTU学長との協議 
教育訓練省国際局長との意見交換 
VJCCハノイ日本人専門家との意見交換 

ハノイ 

6 5月 24日（火） 予算計画省対外経済協力局長との意見交換 
VJCCハノイ日本人専門家との意見交換 
FTU学長との協議 

ハノイ 

7 5月 25日（水） ミニッツ案作成 
FTU及び JICAベトナム事務所との協議 

ハノイ 

8 5月 26日（木） 合同調整委員会（JCC）開催（ミニッツ署名） 
在ベトナム日本大使館への報告         

JICAベトナム事務所への報告 

ハノイ 

9 5月 27日（金） VJCCフェーズ 2に関する関係者との意見交換 ハノイ 
10 5月 28日（土） ASEAN 地域日本センター日本側所長（プロジェ

クトリーダー）との意見交換 
移動（29日成田着） 

ハノイ/東京 

 

1-4 対象プロジェクトの概要 

（1）基本計画 

案件名 （和）ベトナム日本人材協力センター 
（英）Vietnam-Japan Human Resources Cooperation Center 

協力期間 2000年 9月 1日～2005年 8月 31日 
上位目標 ・ ベトナムの市場経済化を促進させるために必要な人材を育成する。

・ 日越の相互理解の向上、日越間の人的関係を強化する。 
プロジェクト目標 ベトナム日本人材協力センターがハノイ及びホーチミン市に設立され、

ベトナムの市場経済化のために必要な人材を継続的に育成し、日越の相

互理解の向上、日越間の人的関係を強化するための重要な組織となる。

期待される成果 ・ センターの運営管理体制が確立され、円滑な運営が行われる。 
・ ビジネス人材に対し市場経済に係る実践的知識を提供するビジネス

コースが円滑に運営・実施される。 
・ ベトナムの実情及び市場のニーズに合致する日本語コースが開発さ

れ、同コースを実施するためのセンター機能が充実される。 
・ センターが日越の相互理解の向上及び日越間の人的関係の強化のた

めに活発に利用されるようになる。 

 

（2）プロジェクト実施の経緯 

1998年 7月 プロジェクト形成調査 
1999年 1～2月 事前評価調査 

 8月 無償資金協力基本設計調査（ハノイ） 
10月 短期調査 
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2000年 2～3月 無償資金協力基本設計調査（ホーチミン市） 
6月 実施協議調査 

R/D署名 
無償資金協力 E/N締結、センター施設工事着工（ハノイ） 

9月 プロジェクト協力開始 
業務調整員、ビジネスコース運営専門家着任（ハノイ） 

10月 チーフアドバイザー着任（ハノイ） 
11月 無償資金協力 E/N締結、センター施設工事着工（ホーチミン市） 

交流事業活動開始（ハノイ） 
2001年 2～3月 運営指導調査 

3月 ビジネスコースキックオフセミナー開催 
4月 第一回 JCC開催 
5月 ビジネスコースパイロットセミナー・コース実施開始 
9月 交流事業活動開始（ホーチミン市） 

日本語コース運営専門家着任（ハノイ） 
10月 運営指導調査 

チーフアドバイザー補佐、業務調整員、ビジネスコース運営専門家着任（ホ

ーチミン市） 
11月 日本語コース運営専門家着任（ホーチミン市） 

2002年 1月 VJCC施設工事竣工（ハノイ） 
3月 VJCC開所式、ビジネスコース開講（ハノイ） 

VJCC施設工事竣工（ホーチミン市） 
運営指導調査 

5月 VJCC開所式（ホーチミン市） 
日本語コース開講（ハノイ、ホーチミン市） 

6月 運営指導調査 
9月 ビジネスコース開講（ホーチミン市） 

10月 第二回 JCC開催 
2003年 8月 中間評価調査 
2004年 5月 第三回 JCC開催 

6～7月 運営指導調査 
2005年 5月 終了時評価調査、第四回 JCC開催 

8月 31日 プロジェクト終了予定 

 

1-5 主要面談者 

（1）プロジェクト関係者（ベトナム側） 

 1. Ministry of Education and Training 

   Mr. Tran Ba Viet Dzung, Director General, International Cooperation Dept. 

 

 2. FTU 

   Prof. Dr. Hoang Van Chau, Rector  

   Prof. Dr. Nguyen Phuc Khanh, Vice Rector 

   Prof. Dr. Nguyen Thi Quy, Vice Rector 

   MA, Nguyen Thi Thanh Minh, Head, International Relations Dept. 
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 3. VJCC 

   Prof. Dr. Dinh Xuan Trinh, Director （ハノイ) 

  Mr. Pham Quang Dam, Director （ホーチミン市) 

   MA, Nguyen Quang Mihn, Manager, Business Course Div. （ハノイ) 

   MA, Nguyen Thi Thanh Tam, Manager, Japanese Language Course Div. （ハノイ) 

   Mr. Tham Quang Trung, Manager, Japanese Language Course Div.（ホーチミン市) 

 

（2）プロジェクト（日本側） 

 VJCC（ハノイ） 

 橋本 明彦   チーフアドバイザー 

 竹村 憲二   ビジネスコース専門家 

 乙黒 令子   業務調整専門家 

 飯塚 達雄   日本語コース専門家 

 國本 和彦   交流事業専門家 

 VJCC（ホーチミン市） 

 伊坂 潔    チーフアドバイザー補佐 

 倉原 健二   ビジネスコース専門家 

 牧 祥子    業務調整専門家 

 鈴木 衣今子 日本語コース専門家 

 

（3）日本大使館 

 松永 大介   公使 

 滝川 拓也   二等書記官 

 

（4）JICAベトナム事務所 

 菊池 文夫   所長 

 井崎 宏    次長 

 中村 さやか 所員 

 内田 恭男  企画調査員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

第 2章 終了時評価の方法 

2-1 評価方法 

本評価調査は、PCM（プロジェクト・サイクル・マネジメント）手法を用いて実施した。

本プロジェクトでは 2000年 6月の実施協議調査において、プロジェクト計画、運営について

日越相互の合意を得ることを目的としてプロジェクト・デザイン・マトリックス（以下、

「PDM」という。）を適用する提案が行われ、協議の結果、Tentative PDM（PDM(0)）が作成

された。2003年 8月に実施された中間評価調査の際には、2年間の実績をもとに、評価用 PDM

である PDMeが作成されている。 

 

2-2 評価手順 

受講生に対するアンケート結果や関係者へのヒアリング調査等に基づき、定量的及び定性

的評価を組み合わせながら、センター運営体制、ビジネスコース、日本語コース、交流事業

などの各種コースについて、当初計画及び活動実績を確認しつつ、これまでのプロジェクト

実施における成果と課題について、DAC評価５項目に基づき評価・抽出を行った。 

評価の手順は以下のとおり。 

 

（1）これまでのプロジェクトへの投入実績、プロジェクトの活動実績、ベトナム・日本側の

センター運営体制の整備状況、ベトナム・日本側の業務実施体制の整備状況、カウンタ

ーパート（以下「C/P」という。）への技術移転方法及び状況、ビジネスコースや日本語

コースなど各種コース内容の有効性・インパクト等の確認及び分析を行う。 

（2）プロジェクトの評価を行う（DAC評価 5項目を中心に評価を行うが、DAC評価 5項目

では必ずしも該当しないものの重要な項目があれば、別途項目を作成し評価を行うこと

とする）。 

（3）教訓・提言を抽出する。 

（4）ベトナム政府と協議の上、これまでのプロジェクト活動実績及び評価を確認し、双方が

合意した内容をミニッツに取り纏める。 

 

2-3 評価項目 

妥当性 プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標がベトナム国の国家開発計画や

現地受益者のニーズに合致しているかどうか。 
有効性 プロジェクト実施における目標達成の度合を検証する。 
効率性 プロジェクト目標の達成度合やアウトプットの観点から、専門家等の投入が効

果的かつ効率的に行われたかどうか。 
インパクト プロジェクトの実施による正負のインパクト。 
自立発展性 組織体制、運営体制、支援体制等の観点から、プロジェクト期間終了後にプ 

ロジェクトが持続的に実施されるかどうか。 

 

2-4 評価に用いたデータ・情報 

（1）関係機関からの聞き取り調査 

（2）実施機関及び受益者へのインタビュー及びアンケート調査 

（3）ビジネスコースを受講した企業への訪問調査 

（4）活動報告書など各種報告書の分析 

（5）これまで実施したアンケート結果の分析 
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第 3章 プロジェクトの実績 

3-1 日本側投入実績 

2005年 5月までの投入実績は以下のとおりである。 

（1）専門家派遣 

 長期専門家は合計 17 名（361.5M/M）、短期専門家は延べ 43 名（33.5M/M）がそれぞれ派

遣された。長期専門家はチーフアドバイザー、業務調整に加え、ビジネス、日本語各コース

に 1 名が常駐するよう派遣されたが、交流事業の長期専門家は合意議事録（R/D）改定まで

配置がなく業務調整専門家が兼務した。ホーチミン市に派遣された長期専門家の M/M が少

ないのは、施設が完成するまでのプロジェクト開始当初はハノイの専門家がホーチミン市も

担当したためと、長期にわたる専門家不在期間があったためである（ハノイへの専門家派遣

は 2000年 9月からだが、ホーチミン市への派遣開始は 2001年 10月からと 1年遅い）。 

 短期専門家はビジネスコースへの派遣が圧倒的に多く、生産管理、人事管理、財務管理、

経営戦略、マーケティングといった基本 5科目に関連する分野を中心に延べ 37名が投入され

た。交流事業の短期専門家にはハノイに 2004年 11月から常駐している専門家（任期 9ヶ月）

が含まれており、それ以外では、柔道、合気道などの専門家が派遣された。日本語コースの

短期専門家のニーズは高かったが、国際交流基金の一事業である「巡回セミナー」の講師と

いう位置付けで 1名が派遣されたにとどまった。 

 

表 3-1 日本人専門家派遣実績（2000年 9月～2005年 5月） 
 ハノイ ホーチミン市 

計 9名、206M/M 計 8名、155.5M/M  長期専門家 
チーフアドバイザー 
業務調整 
ビジネスコース 
日本語コース 

2名、56.5M/M 
2名、57.7M/M 
3名、46.1M/M 
2名、45.7M/M 

チーフアドバイザー補佐 
業務調整 
ビジネスコース 
日本語コース 

2名、44.7M/M 
2名、45.2M/M 
2名、21.4M/M 
2名、44.2M/M 

延べ 43名、33.5M/M 短期専門家 
ビジネスコース 
交流事業 

 
37名、22.9M/M 
6名、 10.6M/M 

 

（2）研修員受入れ 

 実施機関である FTU職員を C/P研修で毎年受け入れているほか、ビジネスコースの受講者

の中から提出論文等の成績優秀者を中心に毎年 10名程度を日本に招き、企業経営の現場視察、

日本の経営者との意見交換等を行っている。また 2003年度からはスタッフ研修も導入され、

研修への参加がスタッフや受講生のモティベーション向上に貢献している。 

 

表 3-2 研修員受入実績（2センター合計） 
 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 

C/P研修 6 8 4 4 

スタッフ研修 - - 2 2 

成績優秀者研修 - 12 12 10 

合計 6 20 18 16 

 

このほか、日本語コースの講師を対象にした研修が国際交流基金の海外日本語教師研修他

により実施され、2004年度までに 6名が日本語教育の研修を受けている。 
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（3）機材供与（携行機材費も含む） 

 車両 2台のほか、コンピュータ、コピー機、プリンター、ファックス機、書籍などを購入

しており、2004年度までに 26,496万円相当分の機材を供与している。 

 

（4）現地業務費 

 コース運営に携わるマネージャーと同格のプログラムオフィサーから総務、図書室司書、

警備員、運転手など日本センターが直接雇用したスタッフが 2005年 5月現在で 30名（ハノ

イ 14名、ホーチミン市 16名）にのぼる。こうしたスタッフの給料、各コースの活動及び関

係するイベントの開催費用、日本人専門家やベトナム人 C/P・スタッフの出張費用などが主

な用途で、2004年度までに 13,354万円を支出している。 

 

3-2 ベトナム側投入実績 

（1）C/Pの配置 

 FTUから C/Pとして現在配置されているのは、ハノイで所長 1名、ビジネスコースマネー

ジャーと日本語コースマネージャー1名ずつの計 3名、ホーチミン市で所長 1名と日本語コ

ースマネージャー1名の計 2名である。ハノイへは 2000年 9月のプロジェクト開始時から所

長とビジネス・日本語の各コースマネージャーが配置されていたが、ホーチミン市について

は配置が大幅に遅れ、所長は 2003年 2月から、日本語コースマネージャーは 2004年 11月か

らであり、ビジネスコースマネージャーは 2005年 5月の時点に至っても空席のままである。

FTUにとってホーチミン市は分校であり、常駐する講師数が少ないことが背景にあると思わ

れる。また、交流事業の C/Pに関しては R/Dにもともと記載がなく、ベトナム側の関心が当

初より低かったこともあり、両センターとも配置が行われなかった。 

 VJCCは実施機関である FTUの一機関という位置付けであるため、C/Pの任命など人事権

や様々な手続きに関する権限は FTU学長にあり、ベトナム側所長にはない。なお VJCCは財

務的には FTUから独立した機関とされており、C/Pであるベトナム側所長とマネージャーの

給与は VJCCアカウント（受講料収入をプールした日本とベトナムの共同管理アカウント）

から支出されている。 

 

（2）運営コストの負担 

 FTU は日本センターの内装、机・椅子などの備品等に 11,000US$（1US$=15,000VND）を

負担しているが、プロジェクト開始当初のみであり、2003 年度以降は FTU による運営費用

の負担はなく、すべての費用は JICA予算と VJCCアカウントから支出されている。 

 

（3）施設の供与 

 2002年 3月にハノイ、同年 5月にホーチミン市に無償資金協力によるVJCC施設が完工し、

ベトナム側に引き渡された。FTUは土地を提供し、VJCCの教室を授業で利用する際は VJCC

へ利用料を払っている。 
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図 3-1  VJCC組織図（実態ベース） 

 

3-3 各活動の実績と課題 

（1）全体 

 ①実績 

 表 3-3、3-4に示すように、VJCCの活動は 5年間で各コースとも実施件数、参加者数とも

ほぼ順調に推移した。5年間での利用者数はハノイで約 12万 5千名、ホーチミン市で約 5万

名となっている。 

 

表 3-3  VJCCハノイ 活動実績表 (2005年 4月 30日現在) 
 

ビジネスコース 
 

日本語コース 
 
 

年度 

 

コース セミナ

ー 
小計 コース セミナ

ー等 
小計 

 
交流 
事業 

 
コンピュー

タコース 

 
図書室 

 
合計 

2000 件数      
 人数    921   921

2001 件数 4 6 10 0 4 4   14
 人数 139 566 705 0 356 356 3,880   4,941

2002 件数 11 5 16 12 14 26   42
 人数 417 410 827 225 180 405 10,675  13,459 25,366

2003 件数 20 2 22 9 10 19 4  45
 人数 853 225 1,078 156 122 278 12,817 36 27,293 41,502

2004 件数 21 4 25 14 26 40   65
 人数 874 384 1,258 228 364 592 19,088  27,075 48,013

2005 件数 3 0 3 1 2 3   6
 人数 137 0 137 26 24 50 1,949  2,673 4,809

件数 59 17 76 36 56 92 4  172合計 
人数 2,420 1,585 4,005 635 1,046 1,681 49,330 36 70,500 125,552

 

 

 

 

 

ベトナム側所長(C/P) 日本側所長 

総務・経理 交流事業 日本語部門 ビジネス部門 

長期専門家 

（業務調整） 

専門家（ホーチミン市

では業務調整が兼務）

長期 

専門家

マネージャ

ー（C/P) 

長期 

専門家 

マネージャー（C/P, ホ

ーチミン市ではスタッフ)

総務担当スタッフ 

司書、施設整備、

コンピュータ、 

運転手、警備員、

清掃作業員 

プログラム･オフィサー プログラム･オフィサー プログラム･オフィサー 

プログラム・アシスタント 
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表 3-4  VJCCホーチミン市 活動実績表 (2005年 4月 30日現在) 
 

ビジネスコース 
 

日本語コース 
 
 
年度 

 

コース セミナ

ー 
小計 コース セミナ

ー等 
小計 

 
交流 
事業 

 
コンピュー

タコース 

 
図書室 

 
合計 

2001 件数 2 2 4 0 1 1 1 0  6
 人数 66 123 189 0 140 140 750 0 0 1,079

2002 件数 7 3 10 6 4 10 10 3  33
 人数 337 253 590 70 267 337 1,636 47 1,293 3,903

2003 件数 18 5 23 8 9 17 30 1  71
 人数 660 457 1,117 79 516 595 13,183 20 9,434 24,349

2004 件数 23 9 32 8 24 32 34 1  99
 人数 750 325 1,075 95 413 508 5,493 8 11,710 18,794

2005 件数 2 0 2 1 3 4 1 1  8
 人数 80 0 80 7 187 194 68 20 1,474 1,836

件数 52 19 71 23 41 64 76 6  217合計 
人数 1,893 1,158 3,051 251 1,523 1,774 21,130 95 23,911 49,961

 

②課題 

 一方で、日本センター事業の特徴として、C/Pへの技術移転を目的とする一般の JICA技術

協力とは異なり、以下のような性格を有していることから生じる課題も残された。 

 

ア）将来の運営体制が未確定であること 

現在は実施期間を設定したプロジェクトベースで実施しているものの、日本センター

事業へのニーズの大きさや「日越交流の拠点」という性質に鑑みても、永続的な組織と

して機能を果たすことへの期待がある。その一方で、評価時点においてもその長期的方

向性についてはベトナム側と共通認識を十分に得られなかった面があった。2005年から

独立採算制に移行し学生数の増加や授業料収入の増加が当面の大学運営の最大のニーズ

である FTUにとって、大学事業における VJCC事業を実施するメリットが共有されてい

ないのが現状である。 

 

イ）既存組織に専門家を派遣するのではなく、ゼロから組織を設立すること 

VJCCという新しい組織を土台から作り上げるため、ローカルスタッフの採用や就業規

則策定、受講料や賃金の設定、自己収入の管理など、1つの会社を設立・経営するに等し

い様々なマネジメント上の作業が発生し、日本人専門家の負担はプロジェクト開始当初

に想定されたものよりはるかに過大であったと思われる。また、VJCCがベトナム政府か

ら公的機関として認定されておらず法人格を所有できていないといった組織面での曖昧

さが、事業実施における効率性を阻害しており、今後の課題の一つとなっている。 

 

ウ）自己収入が認められていること 

   ビジネス、日本語、交流事業の 3分野の受講料収入だけでなく、図書室利用者の登録 

料やコンピュータ・コース受講料、FTUに教室を貸した際の施設利用料なども自己収入 

となっており、その金額は年々ほぼ順調に増加し、2004年度には両センター合計で約 10 

万 8,435US$（17億 190万 VND, 1US$=15,700VND, 2005年 5月）に達している。自己収 

  入があることにより、VJCCは当初よりコストや事業収益を意識して事業を実施してき 

  た。この自己収入からベトナム側所長など C/Pの人件費や光熱費が支払われているが、 

自己収入でどこまでセンター運営支出に充当するのか、また費用回収率をどこまで高め

るべきなのかという点が明確にされていない。 
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表 3-5  自己収入の金額の推移（単位：VND） 
ハノイ ホーチミン市  

2002年度 2003年度 2004年度 2002年度 2003年度 2004年度
ビジネスコース 277,570,000 494,865,000 569,297,000 429,687,400 712,050,000 626,699,360

日本語コース 125,865,000 114,235,000 154,510,000 42,470,000 85,244,000 84,910,000

交流事業 0 7,200,000 92,800 2,310,000 2,160,000 2,940,000

図書館 39,504,200 61,370,100 42,309,900 10,315,000 37,489,100 44,925,400

施設利用料 51,888,500 71,547,000 82,600,000 62,118,900 29,286,447 59,067,799
コンピュータコース 900,000 8,749,000 0 13,500,000 6,000,000 4,200,000
その他 0 5,710,000 2,470,000 0 17,831,734 27,886,231

合計 495,727,700 763,676,100 851,279,700 560,401,300 890,061,281 850,628,790

 

なお、上の表からも明らかなように、ビジネス分野のニーズが強い VJCCホーチミン

市ではビジネスコースの収入比率が収入全体の 7～8割に達しており、65%程度であるハ

ノイに比べ高くなっている。今後は日本語コース及び交流事業でも、日本企業との取引

に役立つ“日本のビジネス文化”といった日本とのビジネス関連のトピックや、ビジネ

ス日本語コースも設定するなど、ビジネスコースとの関連性を高めたコース設計へのシ

フトを明確にしている。 

 

エ）既存の類似機関と事業内容が重複せず収益を圧迫しないという制約があること 

ビジネス・日本語両コースとも、その事業内容と類似した活動を行っている教育・研

修機関が既にあり、ODA事業としての性質から、類似機関の経営を圧迫しないようコー

ス内容を差別化することに細心の注意を払ってきた。ビジネスコースに関しては、日本

の経験・優位性に基づいた実践的ノウハウを提供できる機関は他になく、VJCCのコース

内容の独自性が多くの受講者を獲得することにつながっているが、日本語に関しては、

ベトナムでのニーズが最も高く受講料収入の見込める初級コースは民間教育機関への配

慮から実施しておらず、ニーズが増大しているビジネス日本語も民間と競合するため強

化できないなど、コース設計に苦慮している。 

また予算面や他の公共機関とのバランスから、ローカルスタッフの給与、受講料、講

師への謝金などを高く設定することができない。スタッフの給与はベトナムの水準から

するとほぼ平均的水準に設定され日系企業などよりも低いため、それがスタッフの定着

に関しての不安要因の１つとなっている。受講料も類似機関より高くは設定しないよう

にしているため、今後値上げするにしても限界があり、収益性改善における制約となっ

ている。 

 

（2）ビジネスコース   

①実績 

VJCC のビジネス分野では、PDM に記載された活動が順調に行われ成果が上がっている。

ビジネス分野では、（1）1科目当たり連続 3～5日間にわたって講義を行うビジネスコース（講

義･討論主体のトレーニング）と、（2）半日程度のビジネスセミナー、の 2つが企画･運営さ

れている。 

この内、最重要の活動に位置付けられるビジネスコース運営においては、実施回数が 2001

年度から 2004年度にかけてハノイで 4回から 21回に、ホーチミン市で 2回から 23回に、2

センター合計で 6回から 44回に順調に増加している（表 3-6参照）。参加者数（受講者数）

も 2センター合計で 2001年度の 205名から 2004年度の 1,624名へと安定的に増加しており、

プロジェクトの有効性とインパクトの増加が伺われる。プロジェクト開始以来の 2センター
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合計のビジネスコース参加者数は 2005年 4月末時点で合計 4,313名に上った。 

 

表 3-6 ビジネスコース/セミナーの開催実績 
ビジネスコース 

 ハノイ ホーチミン市 2所合計 

年度 
(JFY) 

実施回数

（回） 
参加者数 
（人） 

平均人数

（人） 
実施回数

（回） 
参加者数

（人） 
平均人数 
（人） 

実施回数 
（回） 

参加者数

（人） 
2001 4 139 34.8 2 66 33.0 6 205 
2002 11 417 37.9 7 337 48.1 18 754 
2003 20 853 42.7 18 660 36.7 38 1,513 
2004 21 874 41.6 23 750 32.6 44 1,624 

2005（注） 3 137 45.7 2 80 40.0 5 217 

合計 59 2,420 41.0 52 1,893 36.4 111 4,313 

ビジネスセミナー 
 ハノイ ホーチミン市 2所合計 
年度 
(JFY) 

実施回数

（回） 
参加者数 
（人） 

平均人数

（人） 
実施回数

（回） 
参加者数

（人） 
平均人数 
（人） 

実施回数 
（回） 

参加者数

（人） 
2001 6 566 94.3 2 123 61.5 8 689 
2002 5 410 82.0 3 253 84.3 8 663 
2003 2 225 112.5 5 457 91.4 7 682 
2004 4 384 96.0 9 325 36.1 13 709 

2005（注） 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 

合計 17 1,585 93.2 19 1,158 60.9 36 2,743 

（出所）VJCC          （注）2005年度の実績は 2005年 4月単月の数字 

 

ビジネスコースの科目設定については、ローカルコンサルタントを活用した既存ビジネス

コース調査（2001年）や長期専門家によるニーズ調査等を経て現在では、ハノイ、ホーチミ

ン市ともに、経営戦略、生産管理、人事管理、財務管理、マーケティングの 5分野を「主要

科目」としてコース設定している。 

なお、終了時評価調査を実施した 2005年 5月からプロジェクトが終了する同年 8月末まで

の間には、ハノイで生産管理分野を中心に 13コースの開催が、ホーチミン市では経営戦略分

野 2コース、生産管理分野 2コース、人事管理分野 1コース、財務管理分野 2コースの合計

7 つのビジネスコースの開催が予定されている。また、プロジェクト開始以来のビジネスコ

ースの総実施（授業）時間数は 2005年 4月末時点で、ハノイ 1,220時間（1コース平均 20.7

時間）、ホーチミン市 847時間（1コース平均 16.3時間）となっている。 

ビジネスコースの募集については、一部の特定企業向けコースを除いてダイレクトメール

や新聞広告を通じた不特定多数に対する公募となっている。受講者の決定は受講申込みと受

講料払込を経た先着ベースとなっており、生産管理を始めとする一部の人気コースでは定員

オーバー（約 45名）で断るケースも出ているが、全体としてはコース運営面でほぼ適正と考

えられる 1コース当り 30～40名の受講生規模となっている。プロジェクト期間中の 1コース

当り平均受講者数はハノイで 41.0名、ホーチミン市で 36.4名だった。受講者の層は国営企業

の管理職クラスから日越合弁企業を含めた民間大企業の管理職･従業員、民間中小企業

（SME）のオーナーや管理職･従業員等の幅広い層にわたっている。 

一方、ビジネスコースの計画･運営の実現は、講師業務の大半を担っている日本人長期専門

家や短期専門家の稼動状況や来越日程に依存している。現在、ビジネスコース運営における

ベトナム人講師の占める（時間）比率は 30～45％程度であり、講師業務を担えるベトナム人

材が不足気味であることもあって、ビジネスコース開催の詳細日程が事前に立てにくく、中

長期計画もこれまで策定されていなかった。しかし現在では、半年から 1年単位の短期計画

が策定されるようになり、これに沿って短期専門家の手配が行われるとともに、潜在的な受
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講者層に対して予めコースの宣伝･広報ができる体制となった。なお、ベトナム人講師は一部

の FTU関係者を除いて大多数が外部講師（ビジネス･大学関係者）で、1時間当り約 20US$の

謝金を支払ってスポット･ベースで雇用している。 

ビジネスコースの受講料（1人当り）は、ハノイで 1コース 40万～90万 VND（2005年度）

で平均すると 1時間当り 2US$程度である。またホーチミン市では 50万～120万 VND（2004

年度）で平均すると 1 時間当り 4US$程度である。これらの料金設定はベトナム国内の他の

ビジネス研修機関のコース料金よりも若干高めであるが、外資系コンサルタント会社が実施

するビジネスコース（数時間で 1回 100～120US$と言われる）と比べると十分の一以下のレ

ベルにあると推定される。 

ビジネスコースと並ぶビジネスセミナーの運営に関しては、プロジェクト期間中の総開催

回数が 2005年 4月末時点で、ハノイ 17回、ホーチミン市 19回、総実施時間数は 2005年 4

月末時点で、ハノイで 58時間（平均 3.4時間/回）、ホーチミン市で 52.5時間（平均 2.8時間

/回）となっている。 

VJCCとベトナム商工会議所（以下「VCCI」という。）、JETRO、日本商工会等の関連機関

や他大学との協力・連携については、VJCC セミナーの講師としての各機関からの派遣や一

部コースの VCCI メンバーに対する実施（ホーチミン市）等を除いて、現時点では限定的な

ものにとどまっている。今後は VJCCハノイ、ホーチミン市両センターともに、他機関との

効果的な連携･協力を模索していくとしている。 

 

（3）日本語コース   

①実績 

 VJCC 日本語コースは、（1）日本語学習者に対する日本語コースの運営、（2）日本語教師

の養成・研修、を事業上の大きな柱としているが、前者においては｢中・上級レベルでの発話

中心の会話指導｣を主体としている。また、後者の日本語教師養成・研修事業では、ベトナム

人日本語教師および日本人現地講師に対する日本語・日本語教授法研修を行っている。この

ほか、VJCC 日本語コースでは、コース案内やベトナム日本語教育の状況報告、勉強会等の

情報を掲載したニューズレターの発行、VJCC図書室の整備、日本関係の図書・雑誌・VTR・

DVDなどの選定・拡充・整理、日本語教育に関する講演会の開催等の事業を行っている。2004

年度までに 57の日本語コースと 92のセミナー・勉強会を開催し、合計 3,211名の受講者が

あった。 

 C/P 研修は、ベトナム人日本語講師に日本語・日本語教育の再研修を行い、さらには国際

交流基金日本語国際センターの「海外日本語教師研修」に参加させる形態で行われており、

VJCCの将来的な現地化・自立化にもつながる重要なものである。 

 VJCC図書室は、日本関係の図書や VTR・DVDなどを整備しているので、日本研究者や日

本に興味をもつ人々にとっては刺激的な場所であり、また、日本の大学学部・大学院の広報

資料もそろっているので、若いベトナム人にとって日本留学の情報発信地ともなっている。 

 

 ②課題 

VJCC は開設以来、ベトナムにおける日本語教育の拠点として様々な活動をしてきた。

VJCC の開設はベトナムの人々の関心が日本に向けられるようになった時期とも重なってお

り、大きな成果を生み出してきたといえる。しかし、ベトナムの日本語教育が急速に拡大し

つつある現状を勘案するならば、VJCC がなすべき課題は山積しており、第 1 フェーズで行
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われた様々な活動は、実施が想定される第 2フェーズにおいても基本的に継続されてしかる

べきだと思われる。 

前述のとおり、VJCC 日本語コースは中上級レベルの日本語教育と日本語教師の養成・研

修を事業上の大きな柱としている。前者に関しては、（1）ベトナム国内には初級日本語講座

が学校教育外分野を含めて数多く存在すること、（2）日本語学習者数の近年における急激な

増加に比して、特に上級レベルに進む学習者が少ないことを勘案するならば、妥当な選択で

あると言える。 

ただし、本件事業のベトナム側 C/Pである FTUによれば、社会的なニーズはハノイにおい

てもホーチミン市においても初級レベルの日本語教育に対して強いという。このため、FTU

は受講者数の拡大という観点から、VJCCに対して初級日本語講座の開設を求めている。 

確かにニーズに応えるという点では、初級日本語講座の開設も検討されるべきかもしれな

いが、（1）VJCCは公的な性格を有していること、（2）ODAの枠内で設立された VJCCは他

の日本語教育機関と差別化を図る必要があること、（3）たとえ需要が大きくないとしても、

中上級レベルの日本語を学べる場を用意しておくことは初級レベルの日本語学習者に目標を

提示するという観点から重要と考えられること等の理由により、今後も VJCCでは原則的に

「中級レベル以上」（VJCCハノイ「日本語コース平成 17年度基本方針」）の日本語学習者を

対象としたコース設定が望ましいと思われる。この路線は実施が想定される第 2フェーズに

おいても維持されるべきだろう。 

 本件事業のベトナム側 C/Pである FTUは、特に VJCCハノイにおいて受講者数と受講料の

拡大を希望し、その観点から初級日本語講座の開設を希望している。しかし、本来的に語学

教育は小人数クラスで行ってこそ効果を上げるもので、教育効果と同時に利益を上げようと

することには無理がある（現在のベトナムの小・中学校における 2部制の状況を考えると、

「小人数クラス」は言うべきことではないかもしれないが）。それでも収益のことを考えなけ

ればならないのであれば、新しく付加価値のあるコース、たとえば後述するような「ビジネ

ス日本語コース」や「IT 日本語コース」（インターネットの使用方法を日本語で説明しなが

ら実地に扱い方を教えるコース等）などを開設して、受講料を少し高く設定することを検討

すべきではないかと思われる。 

なお、VJCC が仮に初級日本語講座を主催事業として開設するとしたら、ベトナムにおけ

る日本語教育全体の「底上げ」を図るという観点から、（1）他機関がカリキュラムを編成す

る上で参考となるようなモデル日本語講座（初級から上級までの一貫コース）の形態か、（2）

VJCC 日本語教師養成クラスの参加者に教育実習の場を提供するような講座の形態で開講す

ることが好ましい。 

中上級レベルの日本語教育は、日本国内においても海外においても JSP（Japanese for 

Specific Purpose）を意識した教育となることが多い。すなわち、日本語学習者の学習目的や

学習ニーズに合わせてシラバスやカリキュラムを編成するのが一般的である。VJCC 日本語

コースの場合は JSPをコースの特色として挙げてはいないが、特に VJCCホーチミン市の場

合は受講者の 70％以上がビジネス・パーソンであること、VJCCハノイの場合もビジネス界

からの需要が大きいことから、「ビジネス日本語」「オフィス日本語」を意識した日本語教育

が実施されている。これは、VJCC がベトナムの「市場経済化を担う人材の育成」を主な目

的としていることを勘案するならば、妥当な判断だと思われる。 

また、「ビジネス日本語」「オフィス日本語」を意識した日本語教育を実施することは、
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JICAが進めようとしている日本センターのコンセプトから見ても妥当だと言える。すなわち、

JICAは日本センターの事業として「ビジネスコース」「日本語コース」「相互理解促進事業」

という 3つの柱を立てているが、最近は各コース間の連携を強化することによって相乗効果

を上げようとしている。この方針から考えると、「ビジネスコース」と「日本語コース」の具

体的な接点を探ろうとする方向性は望ましいことであろう。VJCC が実施している「ビジネ

ス日本語コース」「オフィス日本語コース」は、日本の中小企業での具体的なビジネス場面を

想定し、それに即して、単に日本語だけでなく日本人のビジネスの考え方、ビジネスの運び

方、書類の交わし方、電話のかけ方、メールの打ち方、ビジネスマンたちの振る舞いなどを

含めて教えるコースである。このようなコースにおいては、「ビジネス」「日本語」「相互理

解」の一体化の方向づけが可能となろう。 

むろん、このようなコースを運営するためには、新たなテキストやカリキュラムも作らな

ければならない。そのためにはビジネスコースの助けも必要となろう。しかし、かかるコー

スにおいては、日本語ばかりでなく日本の中小企業の実情や日本の社会、日本人のものの考

え方をより具体的に知ることになり、「市場経済化を担う人材の育成」という VJCCの目的に

大きく貢献することになると思われる。 

なお、VJCC の日本語コースにおいては、近年はビジネス・パーソンも事務職のみならず

技術者や研究者（最近は IT技術者が増えている由）の受講者が多くなってきているという。

今後は「ビジネス日本語」「オフィス日本語」という範疇のみならず、「技術日本語」「IT 日

本語」という観点も意識したコースあるいは教育内容の編成が必要になってくるかもしれな

い。 

前述のように、VJCC はベトナムの「市場経済化を担う人材の育成」を主な目的としてい

るが、日越共同運営機関という位置付けから、実質的に日本語教育の全国的な拠点機関とし

ての役割も果たしている。 

このため VJCCは、（1）全国の日本語教師を対象とした研修会やセミナー（日本語学・日

本語教授法・授業計画・教材研究等）の開催、（2）日本語教師の相互学習を目的とした「日

本語教育に関する勉強会」の実施、（3）教師間ネットワークを構築するための会合やニュー

ズレター発行等の事業を実施している。また、日本語スピーチコンテスト等も開催しており、

VJCC の多様な事業はベトナム教育訓練省の幹部など教育行政関係者、大学教師等の日本語

教育関係者から高く評価されている。VJCC の事業は同国の日本語教育の発展に着実に貢献

していると言える。 

なお、VJCC では受講者の日本語能力の「伸び率」に関して、現在のところは測定をして

いない。これは、（1）VJCC 日本語コースには数週間の短期コースが多く、コース開始前と

終了時の「伸び率」を客観的に比較できるだけの詳細なレーティング・スケールを見いだす

ことが困難であること、（2）VJCC 日本語コースの受講者は基本的に既習者であるが、その

日本語能力差が大きいこと、（3）前述のように VJCC では JSP（特にビジネス日本語）を意

識したコースを設定しているが、この分野の到達目標に関しては、日本語教育界でも明確な

標準を欠いていることから止むを得ない面がある。 

むしろこの点では、VJCC 自身が経験と知見を蓄積していくことで、将来的に新たな測定

方法を開発することを期待したい。おそらくそれは国内外の日本語教育界に大きな貢献をす

るものと考える。 

VJCCの開設に合わせて、VJCCハノイ及び VJCCホーチミン市のそれぞれに日本語教育専
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門家が派遣されるようになった。初代の専門家は、VJCC がゼロからの出発であったため、

日本語コースの開設、日本語教師の確保、受講生の募集、広報活動、研修会の開催、ニュー

ズレターの発行など様々なことを 1人で行い、2年または 3年の任期で交替した。その後任

者も含めて VJCCの日本語教育専門家は、ベトナムにおいて急増する日本語学習者の希望、

要求に可能な限り対応し、彼らの学習意欲をそがないようにあらゆる努力をしている。日本

側からの専門家の派遣は、ベトナムの日本語教育に貢献するところ誠に大である。 

ベトナム人のコースマネージャーは VJCC ハノイでは設立当初より配属されていたが、

VJCCホーチミン市では 2003年に配置された。ベトナム人のコースマネージャーが VJCC日

本語コースの運営・計画に携わるようになって、コースの運営と計画がスムーズに行われる

ようになったと聞く。また、VJCC ハノイおよび VJCC ホーチミン市の図書室司書は国際交

流基金関西国際センターが主催する「司書日本語研修」を修了したベトナム人で、同図書室

には毎年増える図書や DVDなどがきれいに整理されている。 

VJCC で日本語教師を務めるベトナム人は非常勤講師待遇で、一般に教師の給料は必ずし

も高くないため、2～3箇所非常勤を掛け持ちしないと生活はできないそうである。ベトナム

における教師の待遇改善は同国の教育行政の範疇に属す問題であるが、日本語教育の発展と

いう観点からも、この問題がいずれ解消されることを期待したい。 

2003 年にベトナム政府は中等教育レベルへの日本語教育の導入を決定している。同年 12

月にはチューバナン中学校（ハノイ）で、2004年 9月にはレークイドン中学校（ホーチミン

市）でそれぞれ課外授業としての日本語教育が開始された。2005年中には中学校の日本語教

育が正規科目に昇格するほか、ダナンとフエの中学校でも日本語教育が開始される予定にな

っている。 

 

（4）交流事業 

①実績  

 日本との経済面での関係が活発になるにつれ、日本の経済、文化、ビジネスマナーなどへ

の関心は確実に高まっており、また、日本についての情報を広く一般のベトナム人に発信し

図書室も所有する機関は VJCCしかないため、今後も交流事業のニーズは拡大していくもの

と思われる。長らく交流事業専従の専門家が派遣されず、ビジネスや日本語コースのように

詳細なニーズ調査や市場調査を前提とした事業計画が策定されたわけではなかったため、既

存のリソースで対応できるものから試行錯誤しつつ事業範囲を広げていった。以下に両セン

ターの主な交流事業の実績を示したが、茶道、合気道、料理、映画といった日本社会・文化

のベトナム人への紹介だけでなく、ベトナム社会・文化の日本人への紹介も徐々に増やし、

双方向の交流を実現している。特に 2003年度は外交関係樹立 30周年の記念行事を含め多く

の行事を実施した。日本大使館（総領事館）、国際交流基金、日本商工会、JETRO などと連

携、協力しながら「日本語まつり」「日越歌合戦」といった共催行事も実施、また日本の NGO

の情報交換の場として NGO ミーティングを立ち上げるなど、交流事業の多様化にも努めて

いる。 
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表 3-7 交流事業の主な実績 
ハノイ ホーチミン市  

年度 事業名 参加人数 事業名 参加人数

2000/2001 合気道演武会 
日本語学習者との交流会 
テニス教室 

500 
132 
58 

日本現代音楽演奏会 
 

750 

 年度合計 4,801 年度合計 750 
2002 スタディーツアー受入れ 

日越交流会 
日本人学校生徒による発表会 
現代日本建築展 
 

54 
110 
150 

1,406 

津軽三味線講演 
ベトナム入門講座（計 3回） 
日越対抗歌合戦 
百人一首かるたとり大会 

1,000 
63 
60 
40 

 年度合計 10,675 年度合計 1,636 
2003 日越ギターコンサート 

日越外交関係樹立 30周年記念 
日本留学ミニフェア 
着物ショウ 
日本舞踊紹介 

140 
550 
544 
170 
42 

日本現代音楽演奏会 
日本料理教室 
ベトナム入門座談会 24 
APEC経済貿易フェアー 
NGOミーティング準備会合 

2,000 
34 
26 

3,000 
10 

 年度合計 12,817 年度合計 13,183 
2004 ベトナム茶の楽しみ方 

ベトナム講座 
凧・独楽展 
日越伝統音楽コンサート 

110 
57 

927 
550 

日本語スピーチコンテスト 
ベトナム伝統音楽 
日本映画上映会（4回） 

450 
130 
197 

 年度合計 19,088 年度合計 5,493 
 5年間合計 47,381  21,062 

 

なお、ホーチミン市の参加者数がハノイの半分程度しかないのは、事業の実質的スタート

がハノイより 1年遅れたこと、また、市中心部から離れている VJCCホーチミン市の立地面

の問題に加え、ハノイでは合気道クラブ（会員 200名）の毎回の稽古参加者を含んでいるこ

と（2004年度の延べ参加者 1万 3,358名）が影響している。 

図書室を介した日本の情報の提供も活動の柱の１つであり、両センター合計の蔵書は 1万

3,000冊以上、ビデオ・CDなどが 7,500本余りと、ベトナムで唯一の日本関係書籍を有する

図書室として来場者も年々増加している。また図書室利用登録者の内訳をみると、学生では

FTU 以外の学生の利用のほうが多くなっており（両センター合計で FTU 学生 357 名、FTU

以外の学生 912名、2005年 4月現在）、広く VJCCの名前がベトナム社会に浸透しているこ

とを裏付けている。なお図書室の 1 日当たりの平均利用者数はハノイ 99 名、ホーチミン市

59名と、大学キャンパスの中にあるハノイのほうが学生にとってアクセスしやすいため利用

が多くなっている。 

②課題 

 ベトナム社会・文化の紹介を実施しているとはいっても、表 3-7 にも示したようにこの 5

年間の交流事業のかなりの部分が伝統的日本文化のベトナム人への紹介となっており、今後

はベトナム社会・文化紹介の講座・イベント数の増加や、ビジネス・日本語分野に関連させ

た企画などを重点的に実施することが求められている。地元のニーズをきちんと把握したう

えで、より専門性の高い企画を実現させていくためにも、センター内の交流事業の実施体制

の強化を図っていく必要があろう。 

 また、類似機関や民間団体などが様々な形・方法で日本とベトナムの交流活動を実施して

いる中で、JICAプロジェクトである VJCCが実施する交流事業の位置付け、大使館や国際交

流基金とのデマケーションや連携のあり方などについても、より具体的に方向性を示す必要

があると思われる。 
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 手続き面においては、新規イベント実施の際には FTU学長の許可を得なければならず、通

常の講座やイベントの開催に当ってもベトナム側当局の許可・届出が必要な場合があり、ま

たその基準が不明瞭であるため混乱を招いたケースがあり、日本人専門家からは VJCC側の

裁量の拡大と手続きの緩和の必要性が指摘されている。 

 

第 4章 評価結果 

4-1 評価 5項目の評価結果 

4-1-1 妥当性 

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果は、評価時点においてもベトナムの国

家政策、受益者のニーズに合致しており、おおむね妥当である。 

（1）ベトナム国家政策との整合性 

 ベトナムは市場経済化政策を中心とした経済改革の推進により、2004 年度の GDP 成長

率が 7.7％と高成長を維持しており、1995年のアセアン自由貿易地域（AFTA）加盟による自

由化促進、世界貿易機関（WTO）への加盟申請など経済を取り巻く環境が大きく変化してい

る中で、産業界における人的資源不足の問題が一層顕著になってきている。社会主義政権下

での市場経済化、工業化推進を目標とする「第 7次社会経済開発 5ヶ年計画（2001～2005）」

及び「社会経済開発 10ヶ年戦略（2001～2010）」に示されているように、ベトナム政府は市

場経済に適合した人材育成を優先分野の１つとしており、本プロジェクトは政府の国家政策

に合致している。 

また、2003年の日越外交樹立 30周年に引き続き日越投資協定発効、2004年の小泉首相の

訪越、日本人観光客の増加など、日本とベトナムの経済関係の発展に伴い、日本への関心も

高まっている。本プロジェクトの 2つの上位目標「人材育成」「相互理解促進」はこうした動

向と高い整合性を有している。 

 

（2）ベトナム社会のニーズとの整合性 

プロジェクト開始当初は日本語コースを除き、明確なターゲットグループは設定されなか

ったが、ニーズ調査や受講者アンケート等によりニーズを適切に把握し、それに応えうるコ

ース設計を行っている。 

ビジネスコースでは現在のベトナム企業が最も必要としている生産管理の分野を中心に、

日本型経営とその経験を実践的に伝える内容が受講者からも高く評価されている。日本語コ

ースでは市場調査を行い、既存の日本語研修機関の経営を圧迫しないよう、中・上級の日本

語教育と日本語教師の養成・研修を中心としたコース設計とし、広くベトナム全体への日本

語教育普及を目標としている。交流事業では、当初は広く一般市民を対象としていたが、日

本に関心を持っている人や将来親日家候補になりそうな人々に対象を絞るようになり、同時

に在留邦人へのベトナム情報の発信も行うようになった。 

ベトナムの経済発展や進出する日系企業の増加に合わせ日本に対する関心が高まる中、日

本の技術や文化を伝播する唯一の機関として、VJCC はベトナム社会のニーズに十分に応え

ていると言える。 

 

（3）我が国の援助政策との整合性 

 市場経済化移行支援における人づくりは、日本政府の対ベトナム援助方針で重点分野とさ

れており、JICA事業実施計画でも本件は「成長を支える人材育成」に対応するプロジェクト

として位置付けられている。また、ベトナムでは KAIZEN、5S、TQCなど日本型経営技術を
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学びたいというニーズが強く、日本独自の技術・経験をプロジェクトに活用することで、目

標達成に大いに寄与している。 

 

4-1-2 有効性 

プロジェクト目標「ベトナム日本センターがベトナムの市場経済化促進に役立つ人材育成

と両国民の相互理解を促進する重要な組織になる」は順調に達成されてきていると評価され

る。 

（1）ビジネスコース 

 コースやセミナーの開催回数、受講者数とも順調に増加しており、コースによっては定員

を超えるため参加を断るケースもあるという。参加者の満足度は概して高く、受講者へのイ

ンタビュー調査でも、参加者の多くがコースに参加したことによるマネジメント能力の向上

を確信していることが判明した。単に講義を行うだけでなく、実際に企業を訪問して企業診

断やコンサルティングを行っていることが、効果を一層高めている。 

各コースの最後に毎回、コースの内容、講師の質、講義･討論の進め方等に係る受講者アン

ケート（評価）が実施されており、その内容が次回以降のコース設定や内容の改訂にフィー

ドバックされている。受講者アンケートでは、ホーチミン市で「コース実施の内容（Content）」

に対する評価が 10点満点中 8.73（2004年度までの 45コース平均）、ハノイで「習得した知

識が効果的に応用（実践）可能（Knowledge application effective）」との評価に 76％が同意（2004

年度平均）しており、ビジネスコース受講生の高い満足度が示された。このような高い評価

は終了時評価調査で実施したハノイ、ホーチミン市両市でのベトナム人受講者とのグループ

討議や、同様のビジネスコースを運営するホーチミン市の VCCI との協議等でも十分に検証

された。特に、「講義や理論にとどまらず、他機関のビジネスコースでは得られない実際に役

に立つビジネス知識･ノウハウを演習や討論を通じて学べる」、「日本型の効果的な生産管理

方式（5S、KAIZEN、QC等）を学べる」、「日本人講師の熱のこもった指導によって、日本の

経験･示唆を学べる」という点を評価する声が強い。 

以上の点から、VJCC が実施するビジネスコースについてはベトナムの人々、特に産業界

の人々のニーズに十分適合しており、かつ継続的なアンケート調査からのフィードバックに

より受講者ニーズの変化に柔軟に対応しているものと考えられる。同時に、「日本色を出す」

という VJCCの「差別化戦略」が受講者層や他の関係機関においても強く支持されていると

評価できる。 

 

（2）日本語コース 

VJCCの日本語教育事業に関し、本件事業のベトナム側 C/Pである FTUは「良い評価を得

ている」と自己評価しているが、この点については、VJCC から提供された「最終アンケー

ト」（多肢選択式）および「受講者の感想」（記述式）の内容からも裏づけられる。 

2005年 4月の予備調査の際、教育訓練省、FTU、フエ師範大学、チューバナン中学校（ハ

ノイ）、レークイドン中学校（ホーチミン市）のほか、ホーチミン市内の民間日本語学校を訪

ね、多くの日本語教師・日本語学習者と懇談したが、VJCC はベトナムの日本語教師からも

学習者からも高い評価を得ていると言うことができる。これは、派遣されている日本語教育

専門家の幅広い活発な活動によるもので、任期期間中、専門家は優れた成果を残している。 

ベトナムでは日本語教育の歴史が浅いため、現在既に日本語教師になっていても、専門的

な日本語教育の方法を知る機会がなかった人もいる。たとえば、日本語の発音について学ん

だことがないために、学習者に誤った発音を教えていたり、ベトナム語で書かれた日本語の
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文法書に誤りがあって、それがそのまま学習者に伝えられたりしていたが、VJCC の専門家

に聞いたり、研修を受けて学んだりして誤りを訂正することができたという。 

中学校でも日本語教育が始まり、年少者向けの日本語教科書を現在、国際交流基金がチュ

ーバナン中学校に派遣しているジュニア専門家とベトナム人教師とで作成中である。中学校

の日本語教育には VJCCが直接関わりを持つことはないが、日本語教科書をベトナム人教師

だけで作成するのは、現状では困難であろう。日本で作成された成人向けの教科書や他国で

作成された年少者向けの教科書はあるが、ベトナムの中学生にはベトナム語で書かれた教科

書に勝るものはないのである。 

 新しい文法書の翻訳も教師や学習者に望まれているもので、日本語文型辞典が日越の何人

かの日本語教師によって翻訳が進められ、近く印刷の段階に入ると聞いている。ここでも

VJCCの日本語勉強会が機能していると言える。 

 2005年 5月の調査では、ベトナムの大学教員 4名（FTU2名、ハノイ国家大学外国語大学

1 名、タンロン大学 1 名）にインタビューを行った。彼らは全員が滞日経験を有し、日本語

能力も高いが、VJCC が開設されるまでは日本語教育の専門的なトレーニングを受けたこと

がなかったという。このため、VJCC が日本語教師養成のための教授法講座を開設している

ことを高く評価していた。また、VJCCハノイの受講生 11名に対してもインタビューを行っ

た。インタビュー対象者からは、「コースの期間をもっと長くして欲しい」「日本語作文の特

別コースを設けて欲しい」等の要望も出されたが、既存コースの内容に関しては、おおむね

満足しているとの結果が得られた。 

日本語環境が存在しない海外で日本語教育を実施するに当っては、日本国内で日本語教育

を実施する場合に比べて多くの困難が存在する。また、非漢字圏の学習者に対する日本語教

育は漢字圏の学習者を指導する場合に比べて困難が多い。その二重の困難を VJCCは抱えて

いるのであるが、上記の結果から判断する限り、VJCC は優れた効果を上げていると評価し

て差し支えないだろう。これは VJCC日本語講座の講師陣およびスタッフの努力の賜物であ

ると考える。 

 

（3）交流事業 

 交流事業への 5年間での参加者総数は、ハノイで 4万 7,381名、ホーチミン市で 2万 1,062

名に達した。当初は合気道、柔道、料理、茶道など伝統的な日本文化をベトナム人へ紹介す

るイベントが中心だったが、徐々に映画やアニメなど現代社会・文化の紹介や、在留邦人へ

のベトナム社会・文化紹介など双方向の交流促進へとシフトしてきている。受講者アンケー

トからも参加者の満足度の高さが窺え、日本センターが相互交流の拠点として一般市民や在

留邦人の間でも認知されていることが確認できた。 

 

4-1-3 効率性 

プロジェクト開始以降 5年間で、17名の長期専門家と延べ 43名の短期専門家が日本から

派遣された。一部で専門家派遣の遅れや必要な専門家の派遣がなかった事例があったものの、

専門家の質や専門性はプロジェクト目標を達成するために十分適切だったと思われる。少な

い投入で大きな効果を上げたという意味で、投入は効率的に活用されたと評価できる。一方、

ベトナム側の投入は当初の想定を大幅に下回ったものだった。 

（1）日本側投入 

 両センターとも所長、業務調整、ビジネス、日本語それぞれ 1名の長期専門家という 4名
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体制（2004 年 11 月よりハノイには交流事業専門家も赴任）で、コース運営とセンター運営

体制確立という実務の両方を担い、活発な活動を展開したことから、投入が成果の達成に効

率よく結びついたと言える。ただしタイミングに関しては、現地のニーズに合った専門家が

タイムリーに派遣されたとは言えない面も見受けられ、ビジネスコース専門家は、ハノイで

3 回交代し派遣と派遣の間に半年ほど不在期間があり、ホーチミン市でも 2 年近く空席、交

流事業専門家の派遣も遅れたため業務調整専門家が兼務したことなどが活動に影響を与えた。 

日本センターは通常の技術協力プロジェクトと異なり、母体のないところから新たに組織

を立ち上げ就業規則策定や自己収入の管理なども行った点を考慮すると、長期専門家の負担

はやや過大であったが、各専門家の努力や創意工夫によって混乱を最小限に抑え、予想以上

の成果を達成したと言える。 

短期専門家は主にビジネスコースに派遣された。当初は推薦制だったため長期専門家の個

人的ネットワークに頼っていたが、2004年から公示制に変わったことで、応札の状況によっ

ては、選定された専門家と現地ニーズが必ずしも一致しておらず、受講者の満足度が低下し

た事例も一部で生じたことがあった。日本語コースでは、ベトナム国内で日本語教師を確保

することが非常に困難なため、短期専門家派遣を要請したものの、国際交流基金に短期専門

家派遣制度がなく、5年間で 1名しか派遣が行われなかった。 

専門家へのアンケート調査結果でも、プロジェクトの目標達成には専門家の人材・質を確

保することが最重要であるとの意見が多く、プロジェクトの中期的な展望や派遣のシステム

化など JICA本部の支援体制の充実が求められる。 

 

（2）ベトナム側投入 

 FTUからは所長を含め現在 5名の C/Pが派遣されているが、当初からビジネス・日本語の

コースマネージャーが配置されたハノイに比べ、ホーチミン市では 2003年 2月までハノイに

いる FTU学長が所長を兼務し、コースマネージャーも日本語のみが 2004年 11月に配置され

ただけで、ビジネスコースについては不在のままである。また C/Pは FTUの業務と兼務であ

るため日本センターに常駐せず、特に日本語コースの C/Pは FTUでの業務の準備に忙しくコ

ース運営への貢献は限定的でしかなかった。 

 VJCC のビジネス分野では、ハノイに 1 名の C/P がビジネスコース･マネージャーとして

FTUから配置されている。C/Pは長期専門家と一緒にビジネスコースやセミナーの企画･運営

を実施することで OJTによる技術移転を受けている。現在では、予定されたコースやセミナ

ーの広報･宣伝、ベトナム企業とのコンタクト、ベトナム人講師の調達、コース実施における

管理等を効果的･効率的に行えるようになっている。一方、ホーチミン市ではビジネスコース･

マネージャーとしての C/P 配置が行われず、VJCC が独自に雇用した現地スタッフがマネー

ジャー職を務めている。同スタッフも長期専門家による技術移転を受けて十分な運営･管理能

力を身に付けており業務遂行上の支障は無いものの、プロジェクトの長期継続性、すなわち

雇用の長期安定性が保証されていないことから転職リスクとそれに伴うプロジェクトの持続

可能性の点でのリスクが懸念される。なお、ベトナム人 C/Pやビジネスコースの優秀者に対

する日本での研修も継続的に実施されており、いずれも各自のマネジメント能力向上に大き

な効果があったとする評価を受けている。 

 このようにベトナム側からの人的投入が質・量ともに不十分だったのは、FTU側の人員不

足という要因もあるものの、共同事業であるにも関わらず、FTUにおいて本プロジェクトの

メリットが明確で無いため、本プロジェクトへの深い理解が得られなかったことが背景にあ

ると思われる。そのため C/Pのオーナーシップ（当事者意識）は総じて低かったと言わざる
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を得ない。また 2005年から FTUが独立採算制へ移行し財政状況が厳しくなったことで、FTU

側では大学の評価を高め、より多くの学生を集める収益性の高い事業への関心が強まってお

り、受講者数拡大という観点から初級日本語講座の開設やビジネスコースの開催数増加を要

求してきている。今後は、そうした FTUのニーズを満たすプロジェクト設計を検討すること

も必要であろう。 

 

（3）プロジェクト支援体制 

 このようにマンパワーが限られ様々な課題を抱えながらも、VJCC は運営管理体制を確立

し、組織としての安定性を増してきた。合同調整委員会（JCC）は、ベトナム政府側に VJCC

の活動実績を報告する場としては機能したが、トップダウン型意思決定が中心のベトナムで

はこうした会議において活発な議論が行われることは少ないため、人事や諸手続きなどの懸

案事項は、FTU学長と日本側所長が個別に面談して解決に当ってきた。 

また C/P の数が十分でなかったため、VJCC が直接雇用するローカルスタッフが両センタ

ーで 30名を超え、その就業規則作成や給与水準の決定など企業経営に等しい様々な管理業務

が発生した。OJTによりローカルスタッフは実力をつけ、コースの企画・運営を任されるま

でに成長しているが、日系企業などと比べ給与水準が低く、5 年間の期間限定プロジェクト

であるため長期安定した職場ではないことなどから、転職する者が多く、ローカルスタッフ

の定着が１つの課題となっている。 

 

4-1-4 インパクト 

 「ベトナムの市場経済化を促進させるための人材を育成する」「両国民の相互理解を促進し

関係を強化する」という上位目標はやや抽象的で非常に大きな目標であるため、１つのプロ

ジェクトで達成するには相当な時間がかかると思われるが、様々なインパクト・波及効果が

認められた。 

ビジネスコースでは、受講生がコース参加によりマネジメント能力が向上し業績向上に貢

献したと認識していることがインタビュー調査で明らかになった。 

ハノイ、ホーチミン市両市での受講生に対するグループ討議では、1 人で複数のビジネス

コースを受講している者や1企業で10名を超える受講生を派遣しているケースも多いことが

明らかになった。その多くは、VJCC ビジネスコースの受講前と後で、自身のビジネスに対

する意識の変化、マネジメント面の知識とスキルの向上という点で大きな変化があったと述

べている。また、定量的な計測は不可能であるがビジネスコースで得たマネジメント知識の

適用により、売上や利益の面で自社の業績向上に役立ったとする声が強かった。このような

点から、VJCC ビジネスコースは「ベトナムの市場経済化に資する人材の育成のための重要

機関となる」というプロジェクト目標を達成しつつ、ベトナム経済の発展に資するという点

で一定のインパクトを与えていると見ることができる。 

なお、ホーチミン市ではビジネスコース（トレーニング）のフォローアップ活動としてビ

ジネスコース参加企業の依頼による個別の企業診断や生産管理（5S、KAIZEN）に係るコン

サルティング･指導を 2004年 8月から実施している。これまでに 7社での診断･指導実績があ

るが、依頼企業からの評価も高く、評判を聞いた他の企業関係者からの引き合いも強い。両

市の受講者とのグループ討議でも明らかになったが、ビジネスコース･トレーニングで得た知

識を実践の場で活用するに当り、日本人専門家のアドバイスや指導を直接求めたいというベ

トナム産業界のニーズは強い。VJCC ハノイにおいても個別企業に対するトレーニング、診

断･指導を今後強化する予定である。 
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日本語教育については、中等教育レベルでも日本語教育が開始されることになったことか

ら、今後、同国では日本語学習者数が急増するのではないかと期待されている。 

ベトナム政府が中等教育レベルへの日本語教育導入を決定した過程に VJCCの存在は直接

的には影響を与えていない。しかし、ベトナムの日本語教育関係者からは、同国の中等教育

レベルに日本語教育が比較的スムーズに導入された要因の 1 つとして、（1）VJCC に国際交

流基金から日本語教育専門家が派遣されており、日本語教育導入に関するコンサルティング

体制が整備されていたこと、（2）VJCC がその設立時より日本語教師研修事業を実施してい

たことを挙げる声が聞かれた。このことは、VJCC の日本語コースがその本来の役割を超え

てベトナムの日本語教育に大きなインパクトを与えた事例と言ってよいだろう。 

なお、今後、中学校の日本語教育が拡大すると、資格を持った日本語教師の需要が増すこ

とになる。日本と同様、ベトナムでも義務教育の正規の授業はその国の教師によって行われ

なければならない。日本人の教師はその資格がない。このため、ベトナムの大学に日本語教

育専攻の大学院を設置し、日本語教育の教職免許・学位（修士号・博士号）の取得者を日本

語教師・日本語教育研究者として送り出す必要が生じてくる。この面でも VJCCは、例えば

大学院の設置計画、カリキュラム編成などに関して助言や提言をすることによって、ベトナ

ムにおける日本語教育に大きな役割を果たすことになろう。 

VJCC は、ベトナムにおいて日本に関する情報を集約し伝達する唯一の機関であり、その

潜在的インパクトは非常に大きいと思われる。 

 

4-1-5 自立発展性 

VJCC は、ベトナムの人々のニーズに合った実践的かつ高度な知識・技術を身につけるこ

とのできるセンターとしての地位を既に確かなものにし、ベトナム社会でも高い評価を得て

いる。一方でその役割・組織としての位置付けや今後の長期的な活動の展望はベトナム・日

本双方において明確にされていない。そのため、本プロジェクトの自立発展性はプロジェク

ト関係者の能力・資質に大きく左右されるという構造的な弱さを抱えている。 

（1）組織面での自立発展性 

VJCCは FTUの一機関とされつつも公的機関として政府に認定されておらず法人格を所有

していない。そのため公的機関としての領収印がなく、諸手続きが煩雑になり事業運営面で

支障が出ている。人事や手続き面の最終権限が FTU学長にありベトナム側所長にはないため、

様々な場面で FTU 学長の許可を得なければならないことが効率的運営を妨げており、VJCC

側への権限委譲も今後の課題の 1 つだと思われる。また、VJCC はマンパワーや財政の面で

ほとんど日本側の負担によって運営されている。FTUの人事・財政面の事情を考えると今後

も C/Pの大幅な増員は期待できず、日本側が雇用したローカルスタッフが職場に定着し、日

本からの支援が継続するならば、事業が継続する体制は構築されていると言えよう。 

 

（2）財政面での自立発展性 

受講料徴収によるセンターの自己収入は順調に増加しているが、事業拡大に伴い経費も増

加したため、費用回収率はむしろ悪化している。VJCC アカウントの留保金の使途もいまだ

特定されておらず、税金を投入した ODA による共同事業という特殊なプロジェクトにおい

て、どこまで収益を上げるべきなのか、公共性とのバランスをどうとるのか、プロジェクト

の方向性を明確にすべきである。 

（3）技術面での自立発展性 

一般の JICAの技術協力プロジェクトは、C/Pへの技術移転を目的とし一定期間が経った後
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は相手国側だけで事業を運営できるようにすることが目的になっているが、本プロジェクト

はベトナムと日本の共同事業であり、C/P やローカルスタッフだけで事業を運営することは

技術的・財政的にも困難である。今後も両国によって運営を継続していくために、プロジェ

クトの戦略・方向性を明らかにし運営体制についても議論を重ねることが肝要であろう。 

日本語コースについては、優秀なベトナム人日本語教師を迎え、コース・マネージャーに

ベトナム人があたり、日本人教師はアドバイザーとして控えているという形に向けての技術

移転が徐々に行なわれていくことが想定される。 

 近い将来には、日本語上級コースの上に翻訳・通訳のコースがより充実されると思われる

が、そのためには、高度の日本語力をもつベトナム語話者が教師として必要となる。VJCC

日本語コースは、翻訳・通訳コースのほか、日本のビジネス管理やビジネスマナーを教える

など、特徴をもった魅力あるコース設定を考えていけば、受講料の増収にも繋げることがで

き、財政面での自立化にも寄与するだろう。 

 

4-1-6 阻害・貢献要因の総合的検証 

（1）目標達成の阻害要因 

プロジェクト開始当初、無償資金協力による施設が完成するまでは仮事務所で活動を行っ

たため、実質 3年弱の活動期間となりプロジェクト効果を最大限に発揮するには若干短かっ

た。また VJCCホーチミン市が市中心部から離れた場所にあり雨期には洪水のためアクセス

が困難になるといった立地問題なども活動に影響を与えた。 

 

4-2 結論 

 本プロジェクトは PDM に示された活動を着実に実施し、評価 5 項目の観点からみても成

功裏に実施され、実質 3年弱の活動期間としては総じて順調に達成出来ていると評価できる。

PDMに示された目標はやや抽象的で中長期的な明確な事業戦略は示されず、かつ民間の類似

機関の経営を圧迫してはならないという制約があった中で、現地の産業界やベトナム社会の

徐々に変化するニーズに合わせコース設計を柔軟に実施したことは高く評価される。一方、

ベトナム側の投入が限られたものだったため、その活動の成果は日本人専門家の質や専門性

に深く依存しているというのが現実である。 

今後の VJCCの更なる発展あるいは上位目標の達成のために、日越双方の積極的な関与と

協力が必要であり、ベトナム側のニーズをより配慮したプロジェクト設計、事業の方向性の

明確化、より効果的な運営体制の構築、日本側の支援体制の充実などが不可欠である。VJCC

に対する潜在的ニーズは大きく、その期待されている役割を最大限発揮するためにもプロジ

ェクトを発展させる必要があり、ベトナム政府の要請に基づいてフェーズ 2を実施すること

が妥当と考えられる。 
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第 5章 提言と教訓 

5-1 提言 

（1）ビジネスコースにおける実践面の充実 

日本の経験を生かした日本型経営を実践的に教え、かつ企業コンサルティングまで行い着

実なフォローアップをする、という VJCC のビジネスコースは、受講生のみならず、VCCI

等からも高い評価を得ている。これは他のビジネススクールにはない同センターの独自の取

り組みでもあり、今後もこのアプローチを取っていくことがプロジェクトの効果を高めるこ

とに繋がることは間違いない。ただし、コース運営の効率性のためには、現地講師を更に育

成することも欠かせない。その場合、日本人講師は日本型経営について、現地講師はベトナ

ムのビジネスに関する事項（税制や各種手続きなど）を教えるというように、それぞれの特

性を生かした有効な組み合わせとする必要がある。また、インパクトの拡大のために、企業

コンサルティングの結果をビジネスコース全体にフィードバックすることが必要である。コ

ンサルティングを行った企業を「モデル企業」としてコース受講生の見学先にすることや、

コンサルティングによる改善事例をコースの講義に取り入れていくことが求められる。 

 

（2）タイムリーな専門家の配置 

本プロジェクトでは、日本人専門家は一般の受講生を対象としたビジネスコース、日本語

コースの講師を務めており、その講義の質によって VJCCの評判自体も左右される。特にビ

ジネスコースは「実践」型であることを特徴にしているため、その講師を務める日本人専門

家は、中小企業の経営指導等の経験を豊富に持っていることが望ましい。各講義に適した日

本人専門家をタイムリーに派遣するため、VJCC は専門家の専門性や資格、投入時期を明確

にした年間計画を作成しておくことが肝要である。 

 

（3）FTUとの関係強化 

FTUは VJCCの C/P機関として位置付けられているものの、現在までのところ、VJCCプ

ロジェクトへの関わりはセンター所長等の一部スタッフの配置にとどまっている。両者のコ

ミュニケーションを深め、かつ、活動面でも連携を強めて相乗効果を生めるようになれば、

ベトナム国内における両者の評判を高めていくことに繋がると考える。 

 

（4）VJCCの権限強化 

現状では、VJCC スタッフの雇用、給与額及び昇給の決定は、FTU 学長の承認を得ること

になっている。しかしながら、プロジェクトを効率的に運営するためには、これらは VJCC

の両所長の権限で決定できるようにすることが望ましい。また、C/P 研修への参加者につい

ても、これまでは FTU 学長が主に決定していたが、プロジェクトへの裨益効果の点からは、

その選定において VJCCの関与度が高まることが必要である。 

 

（5）収支構造の見直し 

日本人専門家の派遣経費や機材供与費を除いたセンター運営・活動経費は、センター収入

からの支出及び JICA 現地業務費による支出で賄っており、その割合は現地業務費からの支

出がセンター収入からの支出の 3倍以上（2004年度は、センター収入からの支出 81,348US$に

対し、現地業務費支出は 279,494US$）となっている。今後、センター運営の自立性を高めて

いくためには、収支構造の見直し、収益性の向上が必要となる。ただし、公的な性格を有し

た機関であることから、単純な利益追求型に陥らないよう留意しなければならない。また、



25 

収入手段についても、将来的には寄付や受託費、補助金、交流事業におけるイベント有料化

などの資金リソースを拡大していくことが必要になる。 
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フェーズ２実施に係る各種協議 

1.フェーズ 2 の実施について  

今回の調査では併せてフェーズ 2 についての協議も実施され、実施に際しては、フェ

ーズ 1 の発展型として、以下の方向性で活動を展開することがベトナム側・日本側双方

の関係者間で確認された。 

なお、同センターの一定の自立発展的な運営を目指しつつも、パブリックサービスとして

の役割に照らしベトナム国民全体に広く裨益することを念頭に置いて、収益追及面だけが強

調されすぎないよう留意することが肝要である。 

 

（1）“より広く、より深く”活動を展開 

フェーズ 2 では、フェーズ 1 において実施した各種活動を土台として、更にそれらを発展

させていくことになる。裨益インパクトの面からターゲット層を量的・面的に拡大していく

とともに、その内容を多様化していくことが求められる。また、同時に質的な向上を図りな

がら、より深く知識・技術を浸透させていくことが重要である。各主要活動における“より

広く、より深く”の具体的な実施方針は以下のとおり。 

 

ア）ビジネスコース：現在のコースの実施方針である「日本型経営をベースに実践面に重

点を置いた内容」を継続するが、更に質の充実を図っていく。また、面的な広がりとして

地方への展開を行う。更にカスケード的に裨益効果を広げる工夫として、1）既に専門家か

らコンサルティングを受けた企業を“トップランナー”と位置付け、そこからベトナムの

企業に「日本型経営」を伝播させてもらう、2）複数の業種が入ったモデル地域を設定し、

その地域に対して集中的に講義、コンサルティングを行い、そこを拠点の一つとして「日

本型経営」を普及させる、などの方法も考え得る。この他、ベトナムの大勢を占める小規

模事業の事業主を対象としたコースを実施することも検討する。 

 

イ）日本語コース：レベルの高い日本語教師、中等教育における日本語教師を育成するた

めの講座の実施、日本語教師のネットワーク形成による日本語教育全体の強化などを行う。 

 

ウ）交流（相互理解）事業：既に日本への留学情報の提供などは行われているが、更にベ

トナムと日本の相互理解を促進するために双方向性の取り組みを強化する。具体例として、

経済、社会、文化面におけるベトナム及び日本の情報収集とその双方向発信、日本からの

スタディツアー参加者とベトナム人との意見交換の場の設定などが考えられる。 

 

（2）インドシナ域内協力の拠点としての活用 

域内の日本センターの効果的・効率的運営の方法として、各センター間の連携を取りなが

らビジネスコースや日本語コースを実施する。具体的には、1）各センターのコース設計段階

から連携を行う、2）センター間に専門分野の異なる長期専門家を配置し、それらの専門家が

センター間を巡回して講義を行う、3）日本から派遣する短期専門家が各センターを巡回して

講義を行う、といった方法が考えられる。また、この場合、コース設計や講義スケジュール

のコーディネートを行う必要があるが、VJCC は他の日本センターに先駆けて開設されてお

り、かつ、インドシナ域内の他国に比して市場経済化が進んでいる国に存在していることか

ら、域内にある各日本センターのリーディングセンターとして、センター間連携のためのコ

ースの総合設計やコーディネート役を担うことが期待される。また、日本センター事業に止
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まらず、インドシナ地域における域内協力の拠点や場としての活用（例えば、市場経済化に

係る域内ワークショップの開催など）も有効である。 

 

（3）センターの各活動間の連携による相乗効果の向上 

現在のセンターの活動の 3 本柱（ビジネスコース、日本語コース、交流事業）間の連携を

強めることで、相乗効果を高めるとともに、日本センターとしての一体感、統一イメージの

醸成を図る。一例としては、ベトナム企業と日系企業間の意見・情報交換の実施、日本語コ

ースにおける日本のビジネスマナーの紹介あるいはビジネス日本語の実施、などが挙げられ

る。 

 

（4）FTU と VJCC との間の連携促進 

フェーズ１の終了時評価調査の結果の提言に前述したとおり、C/P機関である FTUのVJCC

への関わりは、センター所長等の一部スタッフの配置にとどまっている。VJCC ハノイは FTU

構内にあり、VJCC ホーチミン市においても 2006 年 6 月にはセンター脇に FTU ホーチミン

市校がオープンするという位置関係にあることからも、両者の連携を強めながら活動を展開

していくことは相互に正の作用をもたらすことになる。また、活動連携を通じて両者間のコ

ミュニケーションが向上するという副次的効果も期待される。まずは、VJCC 専門家が FTU

にてセミナー、単発講義などを開催することなどから始めることが想定される。 

 

2.VJCC の中長期的実施体制について 

VJCC の目標である市場経済化に資する人材育成やベトナム・日本両国の相互理解促進の

ニーズは、時間の経過とともに内容は異なってくるものの、その重要性には変わりはなく、

VJCC の活動に対しては中長期的に協力を継続すべきであると思われる。他方、JICA にて現

在の規模の予算を中長期的に投入し続けることは、予算的制約及び技術協力の枠組みの観点

からも困難であることから、その中長期的運営のためには、別途何らかの予算措置が検討さ

れる必要がある。 

現実に、現時点での VJCC の運営体制のままでは、JICA による投入無くして運営を継続す

ることは不可能に近い。今後、VJCC の活動方針・方法（現地講師の活用など）によっては、

運営に要する経費を減少させることや、受講料の値上げ、寄付の受け入れ、事業受託、有料

イベントの実施等によってある程度の収益向上を図ることは可能であるものの、VJCC 運営

経費全般をセンター活動収入のみにて賄うには不十分とみられ、政府補助金なども必要とな

ろう。 

よって、VJCC を継続的に運営していくために日本としてどのような予算措置を行い、人

的・財政的支援を実施していくのかという点については、VJCC の中長期的役割や機能を改

めて検討したうえで、関係者間にて協議を行う必要がある。 

 

3.R/D の締結について 

 終了時評価調査の結果に基づき、JICA ベトナム事務所及びベトナム側関係者との間で、フ

ェーズ 2 開始に向けた協議及び準備が行なわれた。R/D の署名交換は 2005 年 8 月 29 日に行

われた。なお、最終的に合意されたプロジェクト計画は、終了時評価調査時の協議内容から

変更はない。 

 

 



















































 

 

 

 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

１．案件名 

  ベトナム日本人材協力センタープロジェクト（フェーズ 2） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本件は「ビジネスに関わる実務人材育成を通じたベトナムの市場経済化促進」と「日

本・ベトナム間の交流・協力関係の促進」という機能を担うために 2000 年に協力を開

始した「ベトナム日本人材協力センター（以下「VJCC」という。）プロジェクト」のフ

ェーズ 2を実施する技術協力案件である。フェーズ 2では、VJCC がベトナムの市場経済

における競争力を強化させるとともに、日本とベトナム両国の協力関係の更なる強化を

推進する拠点としての機能を高めることを目的とし、１）持続的な運営が可能となるた

めの体制構築及び現地人材の活用（現地化）、２）現地ニーズの拡大と多様化に対応す

るためのベトナム及び日本側関係機関との連携強化（支援体制の多様化）、３）アセア

ン諸国にて展開している他日本センターとの連携による協力の推進を図る拠点（拠点

化）、としての役割を担うことに焦点を当て活動を行うこととする。 

（２） 協力期間：2005 年 9 月～2010 年 8 月 

（３） 協力総額（日本側） 

10.5 億円（ハノイ日本センター・ホーチミン日本センター分） 

（４） 協力相手先機関 

１）監督機関：教育訓練省 ２）実施機関：外国貿易大学 

（５） 国内協力機関：独立行政法人国際交流基金（日本語教育） 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

１）VJCC カウンターパート及び現地スタッフ（約 50 人） 

２）三つの事業への参加が期待される年間 10,000～15,000 人（日本に関係・関心を有

するベトナム人と、ベトナムに関心を有する日本人が本プロジェクトの裨益者と位置付

けられる。また、行政官や民間企業の経営者・従業員、NGO、一般市民など幅広い階層

への協力が可能である） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ベトナムでは、1986 年に採択されたドイモイ政策において、経済活動自由化のための

人材育成が重要課題の一つとして位置付けられている。一方、我が国においては、アジ

アの市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材協力センター」を

設立することが構想され、1998 年 7 月には同国及びラオスにプロジェクト形成調査団が

派遣された。 

この結果ベトナム政府は、以前から要望していた外国貿易大学に対する人材育成のた



 

 

めの技術協力を本要請案件に振り替えることに合意し、外国貿易大学のハノイ本校、及

びホーチミン市分校それぞれに日本人材協力センターを設立することとし、2000 年 9 月

より 5年間の予定で協力を開始した。 

 2005 年 5 月に実施した終了時評価調査では、VJCC が提供するビジネスコースは、日

本が比較優位を持つ生産管理や品質管理等に関する実践的な技術及び経験を学べる場

として、受講生及びベトナム産業界から高い評価を得ていることが確認できた。また、

日本語コースでは、他機関では提供していない中・上級クラスの日本語コースを実施す

るだけでなく、現地での日本語教師ネットワーク構築の拠点として、日本語教授法に関

する情報の発信を行うだけでなく、ベトナムが推進している中等教育における日本語教

育導入の側面支援なども行っており、ベトナムにおける日本語教育の中心的役割を果た

しているとの評価を得ていることも確認された。更に、交流事業による日本文化や情報

の提供、図書館の開放などにより、VJCC がベトナムにおいて日本に関する各種情報を入

手出来るセンターとして広く認識されていることが確認された。 

 あわせて、終了時評価調査団とベトナム政府関係者との協議において、VJCC はベトナ

ムにおける日本とベトナム両国の友好関係の象徴であり、ビジネスコースや日本語コー

スを始めとする VJCC の各種活動に対するベトナム側のニーズは引き続き高いという認

識がベトナム側より示された。また、VJCC を今後も継続的に運営していくためには現地

人材の育成や支援・協力団体の多様化など、センターの更なる基盤整備を進める必要性

があることや、アセアン諸国にて実施されている他国日本センターの中での先行センタ

ーとして、日本センター間の連携による域内協力を推進することが事業実施において効

果的であることも確認され、VJCC プロジェクトの継続を求める意向がベトナム側から示

されたことから、ベトナムの市場経済化における競争力の強化に資する人材の育成及び

アセアン諸国の日本センター間の連携を推進することを目標としたフェーズ2の実施が

決定された。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

ベトナム政府は「社会経済開発 10 ヶ年戦略（2001～2010）」において、2020 年までに

工業国になり、人材、技術等の強化を通じ、社会主義下の市場経済化を達成することを

目標としている。また、「第 7次社会経済開発 5ヶ年計画（2001～2005）」では、2005 年

までに 1995 年の GDP を倍増し、GDP 年間成長率を 7.5％とすることを目標としており、

市場経済化の促進に資する人材育成は国家政策上の重点分野として位置付けられてい

る。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

2004 年に策定された日本の対ベトナム国別援助計画においては、ベトナム経済の力強

い成長促進を支援することを目的に、「成長促進」をベトナムに対する援助重点分野の

柱の 1 つとしている。JICA は対ベトナム国別援助計画に基づき、「成長促進」を支援す

るため「経営者・起業家育成プログラム」を設置し、市場経済化に資する人材の育成を

通じベトナムの経済成長を支援するものとして、本プロジェクトを位置付けている。 



 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

（達成目標） 

 ベトナムの市場経済における競争力の強化及び両国の相互理解の促進等に資する、質

の高い各種コースやセミナーを提供するセンターとしての実施体制が強化されるとと

もに、VJCC がアセアン諸国日本センター間の連携の拠点としての機能を構築する。 

（指標・目標値） 

１） 市場経済化の促進に資する人材を育成するためのビジネスコース及びセミナー等

への参加者の満足度 

    ２）日本語コース及びセミナー等への参加者の満足度、日本語コース受講生の日本語

能力向上度 

    ３）ベトナムにおける日本語教師ネットワーク構築への側面支援・協力の実績 

    ４）ベトナム・日本間の相互理解促進に資する各種活動への参加者の満足度、理解度

    ５）年度毎の収支状況（センター運営におけるコストリカバリー率の向上） 

    ６）アセアン諸国日本センター間の連携セミナー等の開催回数 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

（達成目標） 

 市場経済におけるベトナム企業の競争力が強化されるとともに、両国間の交流・協力

関係が促進される。 

（指標・目標値） 

１）VJCC ビジネスコース受講企業のうち、収益が向上した企業数 

２）VJCC ビジネスコース受講企業のうち、業務の効率性が向上した企業数 

    ３）VJCC が実施する各種相互理解促進事業への参加者の日本に対する理解度 

   ［上記➀及び②に共通する指標・目標値］ 

    (1) 数値目標については、ベースライン調査等の結果及び先方実施機関との協議を踏

まえ、プロジェクト開始後７ヶ月以内に設定する。 

 

（２） 活動及びその成果（アウトプット） 

① 活動、そのアウトプットと指標・目標値 

成果（１）センター運営が円滑かつ継続的に実施される基盤が構築されるとともに、

センターの自主的運営体制が強化される。 

（活動） 

     1-1 合同調整委員会（JCC）の年１回開催 

1-2 長期的運営計画（運営方針、財務計画、活動方針）の策定 

1-3 運営を円滑に行うための諸制度の確立（人事・給与等に関する諸規定等の整備）



 

 

     1-4 運営計画のモニタリング 

    （指標・目標値） 

     ・JCC 開催回数、その他定例会議等開催回数、運営計画・実績（財務面）、人員配置

状況、運営に関する諸規定の整備状況 

   

    成果（２）実践的なビジネス分野の各種コースやセミナー、研修を実施するための体

制が強化されるとともに、現地ニーズに合わせた質の高いコース等を提供

する。 

    （活動） 

     2-1 ビジネスコースのカリキュラムの策定 

     2-2 現地講師リストや関係機関ネットワークの構築 

2-3 各種ビジネスコース及びセミナーの開催研修、コースの実施 

2-4 現地講師によるビジネスコースの拡大 

     2-5 上記コース等のモニタリング及び受講生アンケート実施、アンケート結果の 

分析及びフィードバック 

    （指標・目標値） 

 ・ビジネスコースカリキュラム、ビジネスコース及びセミナー開催回数、研修コース

実施回数、各種コース受講生数 

 

    成果（３）日本語を指導する各種コース及びセミナーが開催されるとともに、ベトナ

ムにおける日本語教育に対する助言を行う役割を担う。 

    （活動） 

     3-1 日本語コースのカリキュラムの策定 

     3-2 各種日本語コース・セミナーの開催 

     3-3 研修コースの開催 

     3-4 上記コース等のモニタリング及び受講生アンケート実施、アンケート結果の 

分析及びフィードバック 

     3-5 ベトナムにおける日本語教師ネットワークの構築支援 

     3-6 ベトナムにおける日本語教育に関する助言 

（指標・目標値） 

     ・日本語コースカリキュラム、日本語コース及びセミナー開催回数、研修コース実

施回数、各種コース受講生数 

 

    成果（４）ベトナムにおいて、ベトナム・日本間の相互理解促進に資する各種活動が

開催される。 

     （活動） 

      4-1 相互理解促進のための各種活動の実施 

      4-2 日本大使館や日本人商工会主催による各種活動への支援 



 

 

      4-3 ベトナム商工会等の各種団体に対する日本に関する情報の提供 

      4-4 日本への留学情報の提供 

     （指標・目標値） 

     ・相互理解促進のための各種活動の開催数及び外部への支援数、外部からの各種活

動開催に対する支援要請及び照会の回数 

 

    成果（５）近隣アセアン諸国にて活動している日本センターと連携し、日本センター

間の協力を推進するだけでなく、各センターが所持しているノウハウを活

用し効果的及び効率的な活動を行う。 

     （活動） 

      5-1 アセアン各国日本センターに派遣されている長期・短期専門家の各種コース講

師としての相互訪問 

      5-2 アセアン各国日本センターにて実施する各種コース計画などの情報交換 

     （指標・目標値） 

     ・長期専門家の他国日本センターでの講義開催数、複数国での講義を担当した短期

専門家の人数 

     ・各センタースタッフの相互訪問、日本センター間での域内連携活動の実績 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 10.5 億円：ハノイ日本センター・ホーチミン日本センター分） 

専門家派遣、供与機材、研修員受け入れ、プロジェクト活動費、その他 

② ベトナム側（総額 0.5 億円） 

カウンターパート人件費、施設、プロジェクト活動費（受講料収入） 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① ベトナム関係各省から日本センターに対して継続的な支援を得られる。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

    ベトナムでは、1986 年に採択されたドイモイ政策において、経済活動自由化のための

人材育成が重要課題の一つとして位置付けられている。また、「社会経済開発 10 ヶ年戦

略（2001～2010）」、「第 7 次社会経済開発 5 ヶ年計画（2001～2005）」で掲げる目標を踏

まえた日越共同イニシアティブ（競争力強化のための投資環境改善に関する日越共同イ

ニシアティブ）の推進や、日越外相共同声明「不朽のパートナーシップに向けた新たな

地平に向けて」にて謳われている民間部門の経済活動促進を支援するためにも、本プロ

ジェクトの役割が拡大している。フェーズ 2 では、ベトナムの市場経済における競争力

の強化を図るため、これを支える人材を育成するとともに、地方でのビジネスコースや

セミナーの実施を通した地方の中小企業等の生産性向上等の支援により、ベトナムが掲

げる開発計画の達成に貢献するものであり、高い妥当性を有している。 



 

 

（２） 有効性 

 VJCCC はこれまでの 5年間、日本的経営や生産管理に関する実践的な知識及び技術の提

供、日本語教育に関する各種情報及び指導方法の提供等を行う拠点になることを目標に活

動を行った。その結果、ベトナムにおける日本に関する各種情報の発信拠点として認識さ

れるとともに、継続的な各種コース等の提供を求める声も多く挙がるなどの評価を得た。

フェーズ 2では、市場経済化に資する実務人材等を育成するだけでなく、現地講師の育成

を図ることで、現地講師主導による各種コースやセミナーを安定的に提供することができ

るなど、センターの実施体制を強化することが可能となる。更に、先行日本センターとし

て、VJCC がこれまで実施してきた各種活動の経験及び蓄積は、近隣国にて実施している

日本センターの活動をより効率的かつ効果的に行うことに有益であるとして、近隣の日本

センターより助言を求められている。今後、VJCC のこれまでの活動実績や経験に基づき

各種助言等を各センターに提供することで、アセアン諸国日本センターの効果的な事業実

施を支援することが可能となる。以上のことから、「ベトナムの市場経済化及び両国の相

互理解の促進に資する、質の高い各種コースやセミナーを提供する実施体制が強化される

とともに、アセアン諸国日本センター間の連携の拠点としての役割を担う。」という目標

の達成は可能であると言える。 

（３） 効率性 

 これまでの 5年間の各種活動実績の評価及び分析の結果、ビジネス分野での実践的な

講義及び指導の実施、日本語教師の能力強化など新たな現地ニーズが判明している。

VJCC は今日までの活動によって蓄積された教材や本邦及び現地講師のネットワークを

所持していることから、新たなニーズに対してもより効果的な事業実施が可能となる。

更に、プロジェクト費用の観点では、事業実施に必要な主要機材は整っていることから、

新たに大規模な機材を投入することなく、既存の機材を活用することで事業を実施する

ことが可能となる。具体的には、専門家の派遣に関し、近隣アセアン諸国日本センター

に派遣中の専門家が相互に訪問し講師として講義を行うことや、短期専門家が複数国を

巡回して講義を行うことが考えられる。また、研修の実施に際しても、研修内容によっ

ては、アセアン諸国日本センターの研修を合同でベトナム等の第三国にて実施すること

で経費の節減を図ることとしたい。 

（４） インパクト 

 フェーズ 1では、ベトナムにおける市場経済化に資する人材の育成において、アンケ

ート調査等の結果、受講生や現地企業から高い評価を得ているだけでなく、修了生が異

業種交流会を発足させるなどの動きも出た。また、両国間の交流・協力関係を促進させ

るための諸活動を行うセンターとしての認識も広まった。更に、日本語分野では、ベト

ナムの中等教育（一部）に日本語教育を導入するに際し、VJCC として側面支援を実施す

るなどの実績を上げている。フェーズ 2では、上記活動を広い範囲で実施することとし、

これまで試行的に実施してきた地方部への展開を拡大していくこととしている。地方展

開の実施により、VJCC を通じた各種活動の効果は、ハノイやホーチミン市のみにとどま

らず地方部などにも及ぶものと思われる。また、修了生による異業種交流会との連携を



 

 

図ることで、都市部での活動においてもより多くの企業等に対してアプローチを行うこ

とが可能となる。更に、ビジネスコースやセミナーにて、日本的経営や生産管理等に関

する実践的な知識や技術の提供により受講企業のマネージメントの質的改善が図られ、

それら企業の生産性及び収益向上に貢献することが可能である。加えて、アセアン諸国

の各日本センターとの連携を図ることにより、本プロジェクトの成果は域内連携にも資

すると考えられる。これらの総合的な成果により、ベトナムの主として中小企業の活動

をより活発化させるとともに、都市部のみならず地方部においても、日本の経済や社会

等に関する情報等の提供が可能になり、ベトナムの市場経済における競争力強化に貢献

するだけでなくベトナムと日本との相互理解の一層の促進に資すると考えられる。以上

のことから、本プロジェクト実施によるインパクトは大きいと判断される。 

（５） 自立発展性 

 VJCC が実施する各種コースは原則受講料を徴収しており、これら受講料収入はセンタ

ーを運営するための運営経費の一部として支出するとともに、将来的な自立運営を目指

し一部を留保している。現時点では、センター運営に必要な経費の多くを JICA の現地

活動費にて充当しており、受講料収入にてセンター運営に必要な経費を賄うには至って

いない。VJCC の自立的な運営体制の構築にはまだ時間が必要であると考えられるが、今

回の協力期間では運営のより一層の効率化を目指すとともに、関係機関からの支援も視

野に入れつつ、JICA の投入経費を減額した状況でも事業活動が可能となる運営体制の基

盤の整備を目指すこととする。更に、VJCC の将来的な協力体制として、JICA のみなら

ず日本側協力機関と協力して実施していくことも検討する。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

  本プロジェクトは、ベトナムの市場経済化の促進を通じた同国の経済発展を図ることによ

り、民間セクターの発展による雇用の拡大や貧困削減に寄与するものである。また、ビジネ

スや日本語などの教育機会を男女平等に提供することでジェンダーに対する配慮も実施して

いる。更に、ビジネスコースにおける企業の生産管理や社会的責任などの指導を通じて、企

業活動における省エネや環境保全にも一部寄与するものである。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 2000 年 9 月から 2005 年 8 月まで実施された VJCC プロジェクトの活動実績及び評価結果よ

り、ビジネス分野における実践的な技術並びに経験の提供、日本語分野における日本語教師

育成への側面支援（カリキュラム開発支援等）などのニーズが判明していることから、本プ

ロジェクトでは上記項目を活動内容に含めることにしている。更に、他の日本センターでは、

ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業それぞれを連携させた活動（ビジネス日

本語、IT 折り紙教室など）を実施し、日本センターならではの活動として相乗効果を上げて

いることから、本プロジェクトでもこれら活動のニーズ調査を実施した上で、順次取り組む

ことを検討する。 

８．今後の評価計画 

中間評価：2008 年下期、終了時評価：2010 年上期、事後評価：2013 年上期 
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